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全庁的に進める計画や戦略とも連携し、関連する施策を一体的に推進

(1) GX（グリーン・トランスフォーメーション）の推進

 ・ＧＸへの重点投資

 ・エネルギーの多様化と脱炭素化の推進

(2) DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進

 ・デジタルを活用した産業の新たな価値創出

 ・ものづくり現場へのデジタル実装推進

 ・デジタルによる魅力ある地域づくり

(3) 産業人材の確保・育成・リスキリング

 ・先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成

 ・スタートアップ支援の体制拡充

 ・多様な人材と働く場の環境整備
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Ⅰ 直面する課題

○人口減少･少子高齢化の進行 市場収縮・事業承継、人手不足

○脱炭素社会の構築          カーボンニュートラル、循環経済

○デジタル化の進展         産業構造転換、人材確保・育成

○コロナ禍による社会変容      事業再構築・再生、地方回帰

○グローバル化の進展       食料安全保障、供給網多元化

○事業リスクの多様化        災害激甚化、国際情勢流動化

○新型コロナ感染・対策
５月に感染法上２類→５類へ移行。社会経済活動との両立が急務

ゼロゼロ融資等の支援により、倒産・廃業は抑制されてきたが、
      R5年中盤から借入返済が本格化。返済に伴う負担感の軽減と
   本業回復が喫緊の課題

○経済・雇用情勢
本県経済は基調としては持ち直しているが、物価高騰の影響が

 幅広い業種に波及・拡大

経済活動の正常化が進む一方、宿泊・飲食サービス業を中心に、
 人手不足が業績回復の足かせになる懸念

先行きの不透明感はあるものの、R4年度からの需要持ち越しも
 あり、民間企業の設備投資意欲は底堅い

○多様化する事業リスク
コロナ感染に起因する部品供給停滞、国際情勢を背景としたエネ

 ルギー・食料の不安定な需給が長期化

穀物の不作、日米の金利差等、複合的な要因による物価高騰。中
 小事業者にとっては、価格転嫁が大きな課題

下請け企業経由のサイバー攻撃、大規模な通信障害等、”つなが
 る”リスクが顕在化

Ⅱ 戦略的な施策展開基本理念
【経産ﾋﾞｼﾞｮﾝR4～R7】

 東京時代から静岡時代へ
 　～新しい生産と消費の循環でＳＤＧｓを達成～

コロナ禍に対応した特例措置・支援の終了を見据え、新常態に
おいて成長を目指す出口戦略を本格化

Ｒ５年度 方針

 ポストコロナの足取りを確かなものに
 　～世界から選ばれる「静岡時代」の実現へ ～

 
静岡県産業成長戦略2023の考え方 

１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）

事業者が目指す成長の方向に沿って、類型毎に施策を展開

(1) 国内外市場での競争・成長を目指す取組
　   への支援【スケールアップ型】

 ・本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成

 ・企業誘致・定着の促進

(2) 地域経済における持続的成長を目指す取組
　   への支援【パワーアップ型】

 ・中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進

 ・域内での消費拡大と域外需要の取り込み

 ・地域の魅力を活かしたブランド力強化

２　持続可能な地域経済の実現

[目指す方向のイメージ]
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取組の方針

①  各部門の徹底した省エネルギー対策等の推進

②  再生可能エネルギー等の導入・利用促進

③ 技術革新の推進

④ 吸収源対策の推進

静岡県地球温暖化対策実行計画
（2022～2030年度）

【長期目標】 2050年脱炭素社会の実現
【温室効果ガス 削減目標】 2013年度比 △46.6％

化石エネルギー中心の産業・社会構造から、
クリーンエネルギーを中心とした産業・社会構造へ転換　
　◎ GXへの重点投資　P.13～

　○ エネルギー関連産業の創出・拡大

   　・水素エネルギー関連産業への参入支援

  ・水素需要の創出

  ・自立・分散型エネルギーシステムの構築

　○ 循環型のビジネスモデルへの転換

  ・ＣＮＦによる循環経済の構築

    ・循環経済に向けた新技術の研究開発

  ・環境ビジネスの普及・拡大

◎ エネルギーの多様化と脱炭素化の推進　P.16～

　○ 再生可能エネルギーの導入拡大

　　・太陽光発電設備や蓄電池の導入拡大

  ・地域資源を活用した再エネ導入促進

　○ 企業の脱炭素化支援

　　・企業脱炭素化支援センターによる支援

  ・次世代自動車センター浜松による脱炭素経営の支援

　○ 産業分野におけるカーボンクレジット等の活用

　　・農業分野における活用  ・森林分野における活用

  ・海洋分野における活用  ・中小企業における活用

  ・新たな金融手法の活用

生物多様性の保全と持続可能な
利用の推進

ふじのくに生物多様性地域戦略

循環型社会の構築に向けた
バイオマスの利活用向上

県バイオマス活用推進計画

森林との共生による持続
可能な社会の実現

・2050年ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ社会の実現
・経済と環境の好循環の形成

ふじのくにエネルギー総合戦略県森林共生基本計画

産 業 成 長 戦 略 2 0 2 3 に お け る 主 な 取 組
（統括：産業革新局）

ふじのくにのゼロエミッ
ションの推進

県循環型社会形成計画

社会総がかりでの緑化活動
の推進

県緑化推進計画

ৼ
൩
प
৴


相互に連携

 
１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）

(１)  Ｇ Ｘ の 推 進
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政策の柱

① デジタル化の推進に必要なデバイド対策の実施

② 超スマート社会の実現に向けた環境整備

③ デジタル技術の実装の促進

④ 新しい生活様式への対応

⑤ データの分析・利活用の推進

【主な取組】

【基本理念】
  誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして豊かに

 災害対策におけるデジタル技術の活用

防 災

 介護ロボットの導入、福祉施設でのＩＣＴ導入支援

医療福祉

 教育現場へのICT人材配置、リカレント教育の推進

教 育

新規デジタルビジネスの創出、デジタル技術の導入による
既存ビジネスの付加価値向上に向けて支援を強化 

ふじのくにＤＸ推進計画
（2022～2025年度）

産 業 成 長 戦 略 2 0 2 3 に お け る 主 な 取 組
（統括：政策管理局）

◎ デジタルを活用した産業の新たな価値創出　P.19～

　○ オープンイノベーション・プラットフォームの強化

   　・イノベーション拠点｢SHIP｣、しずおか産業創造プラット
   フォームを活用した先端産業創出プロジェクト間の連携

　○ デジタルものづくりの支援体制強化

   　・デジタルものづくりの一貫支援（次世代自動車）

　○ データ駆動型の研究開発推進

  ・データプラットフォームの整備・発展（ＭａＯＩ）

　○ データ活用で新たな観光の価値を生むＤＸの推進

  ・デジタル情報プラットフォームの利活用促進

◎ ものづくり現場へのデジタル実装推進　P.21～

　○ 新たな課題解決のためのデジタル技術導入促進

　　・デジタル化を促進する分野横断型研究の促進

  ・IoT、ロボット実装支援の強化

◎ デジタルによる魅力ある地域づくり　P.22～

　○ 花緑と先端技術の融合による「デジタル田園都市」の実現

  ・花博20周年記念事業（R６年春）の開催準備

 
１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）

(２)  Ｄ Ｘ の 推 進

 ３Ｄ設計導入支援、実証フィールドの形成
産    　業

 ＡＩやＭａａＳを活用した観光誘客
文化観光
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政策の柱

① 県内産業の成長を担う人材の確保

② 高度な知識と技術を持つ人づくり

③ 誰もがいきいきと働ける環境づくり

④ 地域を支える産業を学ぶ環境づくり

【分野別の主な取組】

新型コロナを契機として顕在化した課題への対応
とデジタル化、脱炭素化等の社会変化を見据え、
本県産業の担い手となる人材を確保・育成

修学研修資金貸与、介護人材の就業・復職支援

医療･福祉

コンソーシアムによる建設産業担い手確保・育成
建設業

大型・中型免許等の取得支援

運輸業

就農相談、農業体験、技術習得研修

農林水産業

デジタル技術分野の人材確保、働きやすい環境整備

製造業・サービス業・観光業など

高度な技術・技能や加速度的に変化する社会への対応力を
持った人材の確保・育成を強化 

静岡県雇用・人材対策
（2022～2025年度）

産 業 成 長 戦 略 2 0 2 3 に お け る 主 な 取 組
（統括：就業支援局）

◎ 先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成　P.23～

　○ 階層に応じたデジタル人材の確保・育成

   　・イノベーション拠点「ＳＨＩＰ」の形成

   　・トップレベル人材

  ・中核的人材

  ・全てのビジネスパーソン

  ・次世代人材

◎ スタートアップ支援の体制拡充　P.26～

　○ 本県の強みを活かす産業分野での起業・成長の促進

   　・スタートアップの交流・連携拡大

   　・大学発ベンチャーの事業化支援

◎ 多様な人材と働く場の環境整備　P.28～

　○ 多様な働き方を選択できる環境の整備

　　・テレワークの普及促進、副業・兼業等の導入支援

　○ 若者のＵＩターン就職支援

　　・新規学卒者、若い社会人等の就職支援

　○ 多様な人材の活躍支援

　　・女性、高齢者、障害のある人、外国人

　○ 企業誘致を通じた就業拡大

  ・ＩＣＴ企業誘致、サービス業への支援、
               マザー工場の立地支援強化

 
１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）

(３)  産業人材の確保・育成・リスキリング
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◎ 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成 P.31～

　○ 先端産業創出プロジェクトの取組深化と連携強化

  

(1) 国内外市場での競争・成長を目指す
　　取組への支援【スケールアップ型】

 
２　持続可能な地域経済の実現

プロジェクト Ｒ５の主な取組

ファ ル マ バ レ ー メディカルガーデンシティの形成

Ｆ Ｈ Ｃ ａ Ｏ Ｉ 大学等連携によるヘルスケア産業の創出

フォ ト ン バ レ ー 光･電子技術を活用した製品開発支援、人材育成

次 世 代 自 動 車 EV部品開発、ﾃ゙ ｼ゙ ﾀﾙものづくり、脱炭素化への対応

ふじのくにＣＮＦ プラットフォームの産学官連携体制の強化

Ａ Ｏ Ｉ 事業化推進とSDGｓに貢献する農業

Ｍ ａ Ｏ Ｉ 成果の早期創出とプロジェクトの高度化

Ｃ ｈ ａ Ｏ Ｉ ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝによる新商品開発機能強化

◎ 中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進　P.40～

　○ 中小企業の経営力の向上

   新たな事業展開・経営革新への取組支援、伴走支援体制の
                   強化、サービス産業の生産性向上、デザイン活用の推進

　○ ビジネスの手法を用いた地域課題の解決

　　 地域密着型創業の支援、商店街の空き店舗活用支援

　○ 中小企業の収益力改善と事業再生の支援

　　 事業承継への支援、ＢＣＰの普及促進、資金繰り支援

◎ 域内での消費拡大と域外需要の取り込み　P.45～

　○ ｢ふじのくにマーケティング戦略｣の推進

　 　首都圏への販路開拓、「バイ・山の洲」の取組推進、
     マーケットインによる「輸出産地」の形成

　○ 多様な生活様式を踏まえた消費の拡大

　　 豊かで広い暮らし空間実現､県産木材の活用､｢静岡の家具｣の振興

◎ 地域の魅力を活かしたブランド力強化　P.48～

　○ しずおか感動体験ツーリズムの確立

　 　ガストロノミーツーリズム、歴史・文化資源を活かした
    誘客促進、インバウンド推進、安全・安心な旅行の提供

　○ 地域資源を活用した新たなモデル構築

 　  ｢食材の王国｣の魅力活用、美しく活力のある農村の創造、
    伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクト
   

(２) 地域経済における持続的成長を目指す
　　取組への支援【パワーアップ型】
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　　・イノベーション拠点「ＳＨＩＰ」、しずおか産業創造
   プラットフォームの活用
  ・リーディング産業育成事業費助成（連携枠の新設）
  ・オープンイノベーション静岡の運営

◎ 企業誘致・定着の促進　P.39～

　○ ターゲットを絞った企業誘致活動

　　・マザー工場、医薬品・半導体関連などの有望企業や国
   内回帰を図る企業に対して本県への投資を働きかけ

  ・「Woven City」などの実証フィールド形成支援

　○ ＩＣＴ企業誘致 補助金活用、タスクフォースの強化

　○ 地域未来投資促進法の活用促進

  ・地域経済牽引事業計画の策定・実行支援



ウィズコロナ、アフターコロナ時代の 「静岡県産業成長戦略 2021」 骨子静岡県産業成長戦略 2023
 ポストコロナの足取りを確かなものに　～ 世界から選ばれる 「静岡時代」 の実現へ ～
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経済・雇用情勢等                                                                                               　　　　　　　　      P.      7

１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）　　                          　
　(1) GXの推進　                                                                                  P.13
　　　① GXへの重点投資
　　　② エネルギーの多様化と脱炭素化の推進
　(2) DXの推進　                                                                                  P.19
      ① デジタルを活用した産業の新たな価値創出
　　　   ② ものづくり現場へのデジタル実装推進
　　　   ③ デジタルによる魅力ある地域づくり
　(3) 産業人材の確保・育成・リスキリング　                                                   P.23
　　　① 先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成
　　　② スタートアップ支援の体制拡充
　　　③ 多様な人材と働く場の環境整備

２　持続可能な地域経済の実現                                                            　
　(1) 国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）       　P.31

　(2) 地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）　      P.40



○業況判断ＤＩ
全規模計は、前回(９月)から3ポイント改善の▲2
  規模別 大企業4、中小企業▲5
  業種別 製造業▲10、非製造業5

・輸送用機械は、部品不足の緩和で改善が進む
・食料品や紙・パルプは、原材料価格高騰の影響
 から悪化
・宿泊・飲食サービスは、全国旅行支援等の政策
 効果で持ち直しが見られる。

○日銀静岡支店長コメント（12/14）
「内需型製造業、非製造業で価格転嫁が進んでお
らず、収益を圧迫している。宿泊・飲食関連は政
策による押上はあるが、人手不足が重しになって
いる」

１ 危機対応から成長戦略へ
（１）本県の経済・雇用情勢

12月鉱工業生産指数（速報）

12月日銀短観（静岡県内）

本県の経済情勢

前月比0.1％の減少で、95.4
経済産業省の基調判断は「生産は弱含み」と、
前月と同評価
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全産業

製造業

非製造業

主な業種 ＤＩ 変化幅

全産業 ▲2 ↑3

製造業 ▲10 ↑１

電気機械 0 ↓8

輸送用機械 ▲16 ↑15
食料品 ▲40 ↓10

紙・パルプ ▲25 ↓25

木材・木製品 ▲40 0

はん用・生産用･
業務用機械

0 0

非製造業 5 ↑4
運輸･郵便 11 ↓4

対個人サービス 29 ↑14

宿泊・飲食サービス ▲50 ↑13

情報通信 29 0

（県）69.6

世界的な半導体不足 上海
ﾛｯｸ
ﾀﾞｳﾝ

ウクライナ侵攻
新型コロナ
ウイルス
感染拡大

※いずれも前月比 

・本県は全国を下回る状況が続いており、特にＲ３年夏以降、
 部品供給の停滞による自動車関連の落ち込み等により、全
 国との差が広がった。
・足元では回復傾向にあるが、依然として、コロナ禍以前へ
　の水準には戻っていない。
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（「良い」－「悪い」回答社数構成比％ポイント）

（県）102.0

（県）92.1

（国）95.4

（国）78.7

（国）100.0

・低下した業種（10業種） 
 汎用・業務用機械工業（▲6.0％）、
   化学工業（無機・有機化学工業・医薬品除 ▲1.4％）、
 金属製品工業（▲1.3％）、電気・情報通信機械工業（▲1.2％）等

・上昇した業種（4業種）
  輸送機械工業（自動車工業除 4.5％）、パルプ・紙・紙加工品工業（1.6％）、
 生産用機械工業（0.7％）、自動車工業（0.6％）



Ⅰ　新型コロナ危機下での緊急対策

区 分 制度概要
適用
期限

R5 摘要欄
１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

低利子・
無担保融資

新型コロナウイルス
感染症特別貸付
（日本政策金融公庫・
　商工中金）

3年間低利子（R4.10.1～）
融資上限:8,000万円又は6億円
低利子上限:6,000万円又は4億円

R5.３月
まで

３月末まで、スーパー低利・無担保融資
を継続

コロナ対応保
証料補助制度

伴走支援型特別保証
（民間金融機関）

保証限度額:１億円
期間:10年（据置５年）
保証料:0.2％～1.15％（事業者負担）

※国が0.65％を協会に直接補助
※R5.1.10から要件緩和
（売上▲15％→▲５％） R5年度

継続

【県】
新型コロナウイルス感染症対応伴走支援
特別貸付 ※借換での利用可
融資限度額:１億円
 融 資 期 間 :10年（据置5年）
 融 資 利 率 :1.5％又は1.6％
※R5.1.10から国に合わせ要件緩和

経営改善サポート保証
（感染症対応型）
（民間金融機関）

保証限度額:2.8億円
期間:15年（据置５年）
保証料:0.2％（事業者負担）
※国が0.65％を協会に直接補助

【県】
再生企業支援貸付（新型コロナウイルス
感染症対応枠）※借換での利用可
 融資限度額:8,000万円
 融 資 期 間 :15年（据置5年）
 融 資 利 率 :1.5％又は1.6％

雇用調整助成金の特例措置

原則的な措置
・日額上限:8,355円/日
・助成率:最大2/3
経過措置（特に業況が厳しい事業主）

・日額上限:9,000円/日
・助成率:最大9/10

経過措置
R5.1月

まで

・R5.2月以降は通常制度
・R5.4月以降の取扱いについては、新型 
 コロナウイルス感染症の感染状況や雇 
 用情勢を検討の上、改めて公表される
 予定

県内観光促進事業
「今こそ しずおか 元気旅」

（R4.10.11～R4.12.27）
国内旅行代金40％最大8,000円を割引
地域共通クーポン 平日3,000円付与
         休日1,000円付与
（R5.1.10～R5.3.31）
国内旅行代金20％最大5,000円を割引
地域共通クーポン　平日2,000円付与
　　　　　　　　　休日1,000円付与

R5.3月
まで

【今こそ しずおか 元気旅(全国旅行支援)】
R4.10.11から割引対象を全国に拡大し
て実施（～R5.3.31）

がんばろう！商店街事業
（旧GoTo商店街事業）

商店街等が実施するｲﾍﾞﾝﾄ、ﾌﾟﾛﾓｰ
ｼｮﾝ、商品開発等の費用を負担
定額支援220万円(上限440万円)
※複数連携による加算有

R5.1月
まで

R4.10.17～11.7 事業者公募
R4.12.4 国による採択結果公表
事業実施期間：R4.12.10～R5.1.31

１ 危機対応から成長戦略へ
（２）国の支援制度の状況

○特例措置の状況　コロナ対応の制度融資や雇用調整助成金など、縮小や廃止の方向
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国のコロナ支援制度の状況



 ○ Ｒ２年度に民間金融機関を通じて実施した実質無利子・無担保融資については、
   Ｒ５.１月時点では、返済を開始している事業者は５割にとどまっている。
 ○ Ｒ５.６月以降、返済開始が本格化

○返済状況

※R5.1月時点で完済の件数は除く

区 分 制度概要

国連携新型コロナウイル
ス感染症対応貸付
（実質無利子・無担保）
【R2.5.1～R3.3.31】

３年間無利子
元金据置最大５年間
融資上限：6,000万円
保証料補助

○制度概要
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国連携新型コロナウイルス感染症対応貸付の申込実績と返済開始時期

区 分 件数(件) 金額(億円)

R元

R2 年度

国連携新型コロナウイルス感染症対応貸付（実質無利子・無担保） 53,666 8,064 

経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）（旧） 8,158 2,334

経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠）（新） 1,268 447

R3 年度 新型コロナウイルス感染症関連資金 4,747 542

R4.4.1～ 経済変動対策貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠） 1,320 140

R4.4.1～ 新型コロナウイルス感染症対応伴走支援特別貸付 1,388 220

R4.4.1～ 再生企業支援貸付（新型コロナウイルス感染症対応枠） 49 11 

計 70,596 11,758　

＜参考＞新型コロナウイルス感染症関連資金の申込状況（1/31時点）                                  

（件）
○返済開始時期（R5.1月時点）

件数 うち返済中 うち今後返済開始

49,019件 23,921件
（48.8％）

25,098件
（51.2％）

  残高合計 1,955億円 3,961億円

R2.5 R5.1 R5.6 R6.5

返済中 今後返済開始

5割5割



１　危機対応から成長戦略へ
（１）本県の経済・雇用情勢

10

○新型コロナウイルス感染症の影響により停滞し
 ていた経済活動が回復する中、海外情勢の不安
 定化による原油価格や原材料価格などの上昇が
　重なり、企業物価指数が上昇

○消費者物価指数との乖離は、R4.1月時点で 
 8.9ポイントと、H2.1月以降で最大

○その後、一定程度の価格転嫁が進んだことによ
　り、消費者物価指数も上昇傾向にあり、R4.
   12月時点では、企業物価指数との乖離は6.2
 ポイントに縮小

○今後も価格転嫁の動きが期待される一方、値上
　げが続くことによる消費の冷え込みが懸念

企業物価指数・消費者物価指数（前年同月比）の推移

○現状については、「すべて転嫁済み」はわず
 かであり、約半数が「一部転嫁」、約３割が
　「全く転嫁できていない」

○今後については、約９割の企業が「転嫁予定」
 だが、多くが「一部転嫁予定」にとどまって
　おり、コスト増加分を全額価格転嫁できる企
 業は依然として少ない。 

10.2

4.0

9.1

0.2

6.2

8.9

コロナ禍における物価高騰

県内企業の物価上昇に対するコスト増加分の価格転嫁状況

（％）

（％）

＜参考＞㈱帝国データバンク 価格転嫁に関する全国実態調査(R4.12月）

（一財）静岡経済研究所による県内企業へのアンケート調査(R4.6月）

（全国の状況は「わからない」含む）



（倍）
＜参考＞有効求人倍率の推移

製造業（静岡県）                 非製造業（静岡県）（前年度比、％）                            （前年度比、％） 

R4年度

R3年度

R元年度

R2年度

R4年度

R3年度

R元年度

R2年度
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○Ｒ２年度は、コロナ禍による先行き
 不透明感から、製造業、非製造業と
 もに低い水準となった。

○Ｒ３年度以降、製造業は、投資計画
 が前年度を上回る水準となったが、
 投資の先送りなどにより、実績は計
　画より縮小

○非製造業は、足元でのコロナ禍の
 影響を受けやすく、投資の見通し
 が立てにくいことから、投資につ
　いては慎重な傾向が目立つ。

緊
急
事
態

ま
ん
延
防
止

緊
急
事
態

ま
ん
延
防
止

本県の雇用・設備投資の情勢

日銀短観（雇用人員判断の推移）

↑余剰

↓不足

日銀短観（設備投資（含む土地投資）の計画から実績までの推移）

（「良い」－「悪い」回答社数構成比％ポイント）

○コロナ禍初期には、社会経済活動の停滞に 
 より、製造業を中心に雇用人員が余剰傾向
○社会経済活動の再開により、足元では不足
　感が高まっている。
○特に、国や県等の旅行支援策などによる人
 流回復の中、非製造業では不足感が顕著に
 なっている。



ウィズコロナ、アフターコロナ時代の 「静岡県産業成長戦略 2021」 骨子

１　ポストコロナにおける成長の実現（重点テーマ）
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＜県の取組＞
○グリーンボンドの活用

＜県の取組＞
○カーボンクレジットの活用支援

＜県の取組＞
○エネルギー関連産業の創出・拡大（水素エネルギー関連産業への参入支援など）

○循環型のビジネスモデルへの転換（CNFによる循環経済の構築など）

○エネルギーの多様化（再生可能エネルギーの導入拡大など）
○脱炭素化の推進（企業脱炭素化支援センターによる支援など）

2023  2024  2025

規制・支援
一体型

投資促進策

支援

規制・
制度

GX経済
移行債

GX－
ETS

炭素に
対する
賦課金

カーボン
プライシン
グによる
GX投資

先行
インセン
ティブ

新たな金融手法の
活用

2026  2027  2028  2029  2030 2030年代

官民投資の呼び水となる政府による規制・支援一体型投資促進策
（「産業競争力強化・経済成長」×「排出削減」を実現する分野を対象 など）

規制の強化、諸制度の整備などによる脱炭素化・新産業の需要創出
（省エネ法、高度化法などにおける基準強化や対象範囲の拡大、公共調達の導入など）

「GX経済移行債」（仮称）の発行

試行（2023年度～）
・日本のCO2排出量の４割以上
 を占める企業が賛同

排出量取引市場の本格稼働（2026年度～）
・更なる参加率向上に向けた方策の実行
・政府指針を踏まえた目標、民間第三者認証の要件化

炭素に対する賦課金（2028年度～）
・化石燃料輸入者等を対象とした
 「炭素に対する賦課金」制度の導入

ブレンデッド・ファイナンス、サステナブルファイナンスなどの確立、環境整備

০
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ফ

द
ڭ
ڱ
ڬ
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த
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ড়
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１（１）GXの推進
 国の基本方針と県の取組
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【概要】

○ 国は、2050年カーボンニュー

    トラル実現に向け、2020年12月  

    に経済と環境の好循環を作るグ

    リーン成長戦略を公表

    (2021年6月改定)

○ グリーン成長戦略の中で、水素は、

　 発電や産業、運輸などの幅広い分

    野で活用が期待されるキーテクノ

    ロジーに位置付け

○ 次世代エネルギーとして重要度が

    増す水素に関わる産業を育成する

    ため、水素エネルギー関連産業へ

    の参入を支援するとともに、燃料

    電池バス導入支援など水素需要創

    出に取り組む

水素エネルギー関連産業への参入支援
 水素部会による技術開発等の推進

　  ・ 産学官金が連携し、水素エネルギー　
　　   に関する技術開発や製品開発に取
　　   り組む体制を整備
　＜部会参加者＞
　　 企業：51　大学等：３　市町：７ 

　  ・ 水素分野で先行する山梨県との　　
　　　 連携事業実施

画像  

水素ステーション御殿場

水素需要の創出
 燃料電池バス導入支援

　  ・ 県内のバス事業者が行う水素を利用した燃料電池バスの
　　　 導入に対し助成　　補助率：1/6、上限額：1,925万円/台
 

 水素ステーション整備
　  ・ 事業者による県内への水素ステーションの整備を支援
　　 （R5に東部及び中部の３か所の水素ステーションを支援予定（完成後：県内に８か所）)

燃料電池バス「ＳＯＲＡ」（トヨタ）
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自立・分散型エネルギーシステムの構築
 自立・分散型エネルギーシステム構築への支援

 　 ・ 再エネ等を活用した地域の自立・分散型エネルギーシステムの構築を目指す民間事業者が行う　
　　　 設備導入に対し助成　　補助率：1/9、上限額：２年で1億6,600万円

１（１）GXの推進
 ① GXへの重点投資（エネルギー関連産業の創出・拡大）

R５当初：1億1,184万円

R５当初：１億500万円

R５当初：１億1,100万円



ＣＮＦによる循環経済の構築 R５当初：7,250万円

【概要】
○ 資源循環と経済成長を同時に達成す
  るサーキュラーエコノミー（循環経
    済）への転換を図り、あらゆる産業
  が、新たなビジネスチャンスと捉え、
    ビジネスモデルの転換を図ることが
    重要
○ 本県が全国に先駆けて取り組んでい
  るＣＮＦは、優れたリサイクル性を
　 備えており、循環経済に寄与
○ 産学官連携による研究会の提言を踏ま
     えて、ＣＮＦを活用した自動車部品の
　  試作やリサイクルの検証を実施　
○ 環境保全と経済成長の好循環の創出
    に向け、SDGsビジネスアワードや
    SDGs・ESGセミナーを開催

サーキュラーエコノミーの概念と移行のイメージ図
 （環境省 環境白書より抜粋・加工）

 自動車部品の試作、リサイクルの検証
　　 ・ 完成車メーカー等と連携した、ＣＮＦ複合樹脂を活用した自動車部品の試作
　　 ・ 耐熱・耐候などの実使用を想定したリサイクル性の検証　等

 ＣＮＦ活用資源循環研究会の開催（Ｒ４～）
　　 ・ 自動車部品への実装に向けて、強度確保、コスト、リサイクル等について、循環経済における
　　　  ビジネスモデルの構築に向けた具体的方策を検討

・ 自動車部品に求められる強度等を勘案するとグローブ
   ボックス、フロンアンダーカバー等が有力
・ 部品設計の工夫により耐衝撃性等の更なる改善が必要
・ 経済的なインセンティブの付与等により、樹脂部品の
　 リサイクルシステムの確立が必要

Ｒ４研究会報告書
・ CNF複合樹脂によるグローブボックス等の試作、 
   リサイクル性の検証
・ リサイクルシステムの確立向けた提言 等

Ｒ5事業

・ＣＮＦ活用をした自動車内装材
  （フロントピラー、富士工業
   技術支援センターR３試作）

循環経済に向けた新技術の研究開発
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持続可能な地産地消型再生可能エネルギー供給システムの構築
　・ 地域で発生する食品残渣をバイオガスへ高効率に変換するメタン発酵技術を開発
　・ 実証試験を経て、県内企業へ技術移転し、持続可能なメタン発酵事業を普及拡大
リサイクル資源を有効活用するための製紙技術の開発

     ・ リサイクル紙の印刷適性を向上させるための技術開発
　   ・ 廃棄衣料を原料とした紙製品の事業化に向けた循環システムの構築
　　
環境ビジネスの普及・拡大

１（１）GXの推進
 ① GXへの重点投資（循環型のビジネスモデルへの転換）

R５当初：850万円

静岡県SDGsビジネスアワードの開催
　 ・ 環境ビジネスの優良なアイデアを選出し、専門家による伴走支援や表彰を実施
　            ・ 金融機関や経済団体等の協力パートナーと連携し、環境ビジネスの事業成長を支援

SDGs・ESGセミナーの開催



【概要】

○ 4つの戦略に基づく「ふじのくにエ

　 ネルギー総合戦略」を策定（R4.3月）

  ①再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等の最大限の導入

  ②脱炭素化に合わせた産業の振興

  ③二酸化炭素の吸収源対策

  ④徹底した省エネルギーの推進

○ エネルギー区分ごとの現状と目標

太陽光発電設備や蓄電池の導入拡大

 中小企業等への太陽光発電設備導入支援
　  ・ エネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等の
             太陽光発電設備・蓄電池導入を支援
          補助率：太陽光 40,000円/kW（定額）
　　　　　　　　　　  蓄電池 1/3（上限63,000円/kWh他）

 「ふじのくにゼロ円ソーラー」の普及啓発
 　 ・ 初期費用負担のないＰＰＡ事業を広報し、住宅
　　　 などへの太陽光発電設備設置を推進

 太陽光発電設備等の共同購入支援
 　 ・ 一括発注によるスケールメリットにより、設備導入費用
　　　 を低減

R５当初：５億円

画像  

太陽光発電パネル（屋根置き）

地域資源を活用した再エネ導入促進
 エネルギーの地産地消推進

　  ・ 本県の多様な地域資源を活用したバイオマス発電や
       小水力発電などの再生可能エネルギーの導入を支援
　　・ 「地域循環共生圏」に位置づけられた事業への支援を強化
　　  （補助率を1/3 → 1/2に引上げ）
　　・ 温泉熱エネルギーを活用した地域共生事業モデルを検討

R５当初：２億1,060万円

地域材を活用した
木質バイオマス発電所（小山町）
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高圧電気料金価格の推移

（単位：円/kWh）

ふじのくにゼロ円ソーラーの仕組み

区  分 
基準年
(2019) 

現状値
(2020) 

目標値  

2025 2030

太陽光 210.7 226.3 285.0 334.3

バイオマス 5.0 5.0 24.6 26.0

中小水力 1.4 1.4 1.4 1.4

温泉熱 0.01 0.01 0.01 0.01

（単位：万kW）

１（１）GXの推進
 ② エネルギーの多様化と脱炭素化の推進(再生可能エネルギーの導入拡大)



【概要】
〇 大企業は、サプライチェーン全体での脱  

 炭素化を目指す方向性を強めており、脱 
 炭素経営への転換に対応できない中小企 
 業は、受注を失うリスクを抱えることに

〇 中小企業の中には、何から手をつけて 
 いいのか分からないというところが多い
 ため、県内中小企業への支援体制を構築 
 し、脱炭素化を推進

企業脱炭素化支援センターによる支援

17

製造時のCO2排出量の算定

区  分 実施済 
調査･
計画中 

 
関心あり 

 
関心なし 

省エネ設備
への更新改修 

22.5％ 25.5％ 40.2％ 11.8％ 

燃料転換に
よるCO2削減 

5.0％ 11.0％ 50.0％ 34.0％ 

再エネ導入 11.9％ 15.9％ 53.7％ 18.4％ 

未実施

実施済
9.7%

調査・計画中
13.1%

未実施
（関心なし）

28.6%

未実施
（関心あり）

48.5%

出典：静岡経済研究所「次世代自動車の電動化・デジタル化等対応実態調査」
※四捨五入により合計が100％とならない場合がある。

中小企業

企業脱炭素化支援センター　

事務局：(公財)静岡県産業振興財団※ワンストップ相談窓口も併設

普及啓発・人材育成 計画づくり・診断支援

省エネ設備導入支援
・補助率:1/3、2/3
・上限額:200万円、600万円
・省エネ効果5%以上の省エ
 ネ設備、生産機器等の導入
 

制度融資
・脱炭素支援資金
 融資枠50億円
 利子補給率0.67％以内
省エネ、再エネ設備、EV・FCV

脱炭素化に関心はあっても
着手していない中小企業が
約半数

省エネ支援員派遣
・省エネ、電気使用量の見
 える化・削減等
 

専門家派遣
・製造工程等の見直しによる
 脱炭素化、資金調達相談等
 

建築物ZEB化支援
・ZEB化設計費用支援

普及啓発セミナー開催
・商工会、商工会議所の会員 
 企業等を対象とした基礎セ
 ミナー
・県内企業の取組の横展開等

人材育成セミナー開催
・専門家養成
・中小企業の社内人材育成

R５当初：６億3,077万円

           「静岡県企業脱炭素化推進フォーラム」
(県、市町、中小企業支援団体、電気・ガス事業者、大学・研究機関、金融機関等)

産官学金連携プラットフォーム

サーモカメラによる放熱部探索

次世代自動車センター浜松による脱炭素経営の支援 R５当初
6,700万円

設備導入支援

 完成車メーカー等と連携した脱炭素対応講座の開催
 コーディネータによる小規模企業のＤＸ・脱炭素等の

　 伴走支援
 製造工程におけるCO2削減工法の開発支援

１（１）GXの推進
 ② エネルギーの多様化と脱炭素化の推進(企業の脱炭素化支援)



【概要】

 ○ 「Ｊ－クレジット」制度は、省エ

   ネ設備や再エネ利用による二酸化

   炭素排出削減量や、森林管理等に

   よる二酸化炭素吸収量を国がクレ

   ジットとして認証し、需要先の企

   業等に売却できる制度

 ○ 需要側のニーズが高まる一方、認

   証のための費用負担や認知不足等

   により供給が不足

 ○ 2050年カーボンニュートラル実現

   に向け、産業分野におけるカーボ

　  ンクレジット制度への登録等を支

　  援し、脱炭素化を推進

 ○ 持続可能な社会の形成に向け、グ

 　 リーン投資の更なる活性化が必要

農業分野における活用 R５当初：350万円

 茶草場農法のカーボンクレジット認証に向けた可能性調査
　  ・ 茶草場農法における炭素貯留機能を活用
　  ・ 二酸化炭素収支の算定とクレジット申請モデルの作成

森林分野における活用

３次元点群データから樹高等を把握

 県営林でのクレジット認証取得
　  ・ ３次元点群データの解析による吸収量算定

 クレジット認証取得の普及、技術支援

中小企業における活用 R５当初：1,500万円

 再エネ導入によるクレジット創出モデル作成
　  ・ クレジットを創出する太陽光発電設備設置への補助
 　 ・ モニタリング、クレジット登録費用の支援

省エネ設備導入
再エネ導入

適切な森林管理

ｶｰﾎﾞﾝ・ｵﾌｾｯﾄ
温対法等報告
RE100等達成

調査茶園 炭素貯留量

茶草100年以上施用土壌 ２４．５

茶草30～50年施用土壌 ９．０

茶草を施用していない土壌 ３．３

土壌中の炭素貯留量（単位：t-CO2/10a）

分類 対象となる主な設備

省エネ ボイラー・照明・空調・ヒート
ポンプ・コジェネ

再エネ 木質バイオマス・太陽光発電

廃棄物 食品廃棄物等の堆肥化

クレジットの創出方法

海洋分野における活用
 ブルーカーボン・オフセット・クレジット制度の利用支援

   ・ 藻場面積や現存量の簡易評価手法の開発
       ・ 漁業者等による藻場の増殖活動への取組支援
      ・ 藻場の造成に関する研究や海藻の移植

R５当初：2,037万円

榛南海域のカジメ藻場
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R５当初：350万円

新たな金融手法の活用
 資金調達・運用におけるグリーンボンドの活用

　  ・ R４.９月発行の県公募公債からグリーンボンドを発行（R４：発行額50億円）
 　 ・ R５から、債券購入額の一定割合をグリーンボンド枠と設定

１（１）GXの推進
 ② エネルギーの多様化と脱炭素化の推進 (産業分野におけるカーボンクレジット等の活用)



【概要】

○ 新たな価値を創出するためには、

  リアルとオンラインによるオープン

    イノベーション・プラットフォーム

    の整備・強化が必要

○ 自動車産業は、世界的なＥＶ化の加
  速やデジタル化の急速な進展など、 
  グローバルな課題に直面しており、そ
  の対応が急務

○ 工業技術研究所を拠点としたデジタ　
　 ルものづくりの支援体制を強化

19

デジタルものづくりセンター（仮称）の創設
　  ・ 浜松工業技術支援センターに「デジタルものづくりセンター(仮称)」
　　　 を新設（R5.12月予定）

    ・ 軽量化部品や放熱性・断熱性の優れた部品の開発に不可欠な
　　　 設計シミュレーションソフトを新規導入
　　・ 金属３Ｄプリンタなどの機器と併せて、企画・設計から成形加工、
　　　 評価計測までデジタルものづくりを一貫支援
　　

R５当初：4,150万円

シミュレーションソフトにより
設計された形状最適化部品

デジタルものづくりの支援体制強化

１（２）DXの推進
 ① デジタルを活用した産業の新たな価値創出

R5当初：7,200万円オープンイノベーション・プラットフォームの強化

 イノベーション拠点「SHIP」との連携（リアル＋オンライン）
　       ・ トップレベルICT人材育成のためのイノベーション拠点「SHIP」を開設（R5.3月）
　  ・ 拠点と先端産業創出プロジェクトが連携し、オープンイノベーションを推進
    　 （県内外のスタートアップ向けの県内企業との交流会・商談会の開催等）

 しずおか産業創造プラットフォームの活用（オンライン）
　  ・ オンラインコミュニティでの協業等の相談に対し、先端産業創出プロジェクトが連携して対応

「ジェスチャ入力イメージ」
（㈱メタテクノ提供）



【概要】

○ マリンバイオテクノロジー等の先端

  技術によるイノベーションを促進す

    るためには、データ駆動型の研究の

    推進が必要

○ 旅行者の嗜好に合わせた情報を提供

  するとともに、取得した旅行者デー

  タを基に分析・解析することで事業

  者のマーケティングに活用できる観

　 光デジタル情報プラットフォームの

　 利活用を促進

○ データを活用した新たな観光の価値

  を生むためには、県・市町・観光協

    会におけるＥＢＰＭ・デジタルマー

    ケティングの実践が必要

データ活用で新たな観光の価値を生むDXの推進

 観光デジタル情報プラットフォームの利活用促進
　  ・ プッシュ通知機能の実装など観光アプリTIPSの機能強化
　  ・ 県内市町等の観光サイト等との連携の強化
　  ・ 観光デジタル情報プラットフォームに蓄積したデータと連携するための、
　　　 ウェブサイトやアプリの改修・開発を支援
　　   　補助率：1/3、上限額：200万円

 市町等におけるデータ活用の推進
　  ・ プラットフォーム機能強化により充実した県独自の
       旅行者データの分析
　  ・ 市町・観光協会へデータサイエンティストによる
       データ活用伴走支援を実施し、ＥＢＰＭ・
       デジタルマーケティングを実践

R５当初：１億3,500万円

観光アプリTIPS
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データ駆動型の研究開発の推進
 データプラットフォーム「BISHOP」の整備・発展

          ・ データの充実化及び利活用方策の検討
 　          ・ 解析サーバ等によるデータ駆動型研究開発を支援し、産業振興
  　　   及び  環境保全に展開

R５当初：２億3,189万円

データプラットフォーム「BISHOP」

１（２）DXの推進
 ① デジタルを活用した産業の新たな価値創出

観光デジタル情報プラットフォーム全体像

データサイエンティストによる
データ分析支援



【概要】

○ ｢静岡県の試験研究機関に係る基本 

  戦略」に基づき、産学官の相互連

    携を強化した分野横断型研究を推進

○ 中小企業等の労働生産性を向上さ

    せるため、製造現場等へIoTや

    ロボットなどのデジタル技術導入

    を促進

○ 静岡、沼津、浜松の３か所に開設

    した「静岡県IoT推進ラボ」で最新

　 のIoT機器を展示

 

新たな課題解決のための分野横断型研究の促進 R５当初：200万円

中小企業へのIoT・ロボット「実装支援」の強化

 デジタル化等を促進する研究のワークショップを開催
  ・ デジタルツイン活用による作業の省力化、自動化の促進等の研究課題を産学官で相互
       連携し、オープンイノベーションによる研究を推進

R５当初：1,888万円

IoT拠点による導入支援の全県展開 R５当初：962万円

IoT推進ラボの機器展示 21

 Fujinokuni Digital's Dayの開催
   ・ ロボットSIer協会のイベントと連携したセミナー、展示を実施

 データ取得までの伴走支援型「IoT大学連携講座」の開催
 ・ IoTに関する座学、演習、現場実装（R2:10社、R3:26社）

 IoT・ロボット導入の診断～導入をアドバイザーが伴走支援
        ・ 製造現場を訪問し、デジタル技術導入の診断、提案、検証を実施

 デジタル技術実装のためのビジネスマッチング支援
        ・ デジタル技術導入サービスを提供するベンダー企業とのマッチングを支援

 ロボット導入事前検証・事業化可能性調査助成
　  ・ ロボット導入の前段階で行う業務分析や費用対効果の算出などの調査(シミュレーション)に
　　　係る経費を助成　　補助率：1/2、上限額：50万円

 遠隔モニタリング、遠隔操作を実体験
  ・ ラボ間を接続し、遠隔モニタリング、遠隔操作を実体験　

 最新のIoT機器を展示
  ・ 民間企業の協力を得て、最新のIoT機器を展示（R4:15社）

 製造現場へのIoT実装の課題解決
   ・産総研と工業技術研究所で共同研究を実施

産業用ロボット

１（２）DXの推進
 ② ものづくり現場へのデジタル実装推進



【概要】

 ○「デジタル田園都市国家構想総合戦 

    略」が閣議決定（R4.12.23）

 ○ 国内トップクラスの農芸品を生産す　

　 る本県の魅力を国内外に発信すると

  ともに、地域の魅力を引き出す支援

    により、来訪促進や関連産業の振興

    を推進

 ○ 都市の活力と田園の持つ豊かさに、

     デジタルを融合させた「デジタル田

     園都市」のロールモデルを提示する

     ことで、誰もが憧れる美しくゆとり

     あるくらしと環境を創出

花緑と先端技術の融合による「デジタル田園都市」の実現

 花博20周年記念事業（Ｒ６年春）の開催準備
　　・ 花緑の素晴らしさを体感できるような浜名湖ガーデンパーク
　　　     会場の花修景
　　・ スマート農業技術など、最先端技術の展示・実装に向けた
　　　       出展企業との調整
　　・ GPSを活用した会場内のルート案内やスマートモビリティ
　　　            の導入など、利便性や快適性の向上
　　・ 会場内の花情報を提供するアプリの開発など、花緑を
             より身近に楽しむための仕組みづくり
　　・ 会場内のインターネット環境を確保するため、基盤となる
　　　 Free Wi-Fi環境の構築
　　・ Ｒ５年春・秋にプレイベント開催

花博10周年会場の様子

R５当初：７億2,780万円

花博20周年会場（浜名湖ガーデンパーク）
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１（２）DXの推進
  ③ デジタルによる魅力ある地域づくり

浜名湖ガーデンパーク会場計画

「地域循環共生圏」の
形成

ガストロノミーツーリズムの推進、水産資源の
回復、農福連携の推進

魅力ある暮らしの実現 ＤＸの推進、食と花の都づくり

地域の魅力向上と発信 サイクルスポーツの聖地づくり、自然公園等
の適切な管理

富を作る産業の展開 スマート農業の推進、次世代自動車開発
の推進、カーボンニュートラルの推進

多彩な交流の拡大 ガーデンツーリズム、多文化共生、インクルー
シブ社会への取組等の推進

＜静岡県が目指す「デジタル田園都市」＞

生産者組織等からの花材調達
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◆ トップレベルから次世代人材まで４つの階層ごとに施策を展開
◆ イノベーション拠点による、イノベーション・エコシステムの構築

階層に応じたデジタル人材の確保・育成

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
① 先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成 



【概要】

○ デジタル化推進に不可欠なICT人材

  は国レベルで不足し、需要の高まり

  に対応していくことが必要

○ 令和５年３月に開所するイノベー

　 ション拠点「SHIP(シップ)」を核

　 として、ICTに関する講義や演習、

  相談受付、企業間の交流促進、ビジ

  ネスマッチングなどの事業を展開

○ トップレベルのICT人材のほか、

  企業の中核となる人材や将来の本県

  産業を担う次世代人材の育成を推進

イノベーション拠点「SHIP」イメージ

（SHizuoka Innovation Platform）
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中核的人材
 県内大学等と連携したデジタル人材育成講座の開設

    ・ デジタル人材育成カリキュラムの提供
　　　① エンジニアリングコース、② データ/AIサイエンスコース、③ サービス開発（ビジネス）コース

R５当初：1,900万円

トップレベル人材

R５当初：6,050万円【再掲】

TECH BEAT Shizuoka
（R４：グランシップ） 

 TECH BEAT Shizuokaの開催
    ・ 首都圏等のスタートアップと県内企業との協業により、
　　　 新ビジネス創出や県内企業の課題解決を促進
    ・ 先端産業創出プロジェクトのコーディネーター等の参加

イノベーション拠点の形成

 イノベーション拠点「SHIP」によるイノベーション・エコシステムの構築（再掲）
 ・リアルに人が集い、交流する空間を作り出し、共創の種が継続的なイノベー

　　ションを生み出していく「エコシステム」を構築

 「SHIP」を活用したICT人材育成（再掲）
  ・SHIPを活用し、ICT人材等のコミュニティ形成・交流を促進

R５当初：3,500万円

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
① 先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成  



【概要】

＜先端人材の育成＞
 ○ 工科短期大学校において、高度な
   デジタル技術を習得した生産現場
　  のリーダーを育成

 学科・定員等        （単位：人)

 

 

＜企業内人材のリスキリング＞
○ 加速化する社会経済のデジタル化
  に対応するため、工科短期大学校
  の在職者訓練を高度化
○ 在職者訓練でデジタル技術を利活
  用できる企業内人材を育成

全てのビジネスパーソン

 高度な知識と技術を持つデジタル人材の育成
  ・ 3D CADなどを駆使した技術を習得し、設計から解析・製作まで
　　       高精度なものづくりができる設計技術者を育成
　  ・ 高度なシステム分析、設計、各種プログラミング、ネットワーク構築
           技術を習得したシステムエンジニアを育成

R５当初：5,173万円

画像  

工科短期大学校 静岡キャンパス

 在職者訓練におけるリスキリング
  ・ 3D CAD/CAM/CAE、5軸制御マシニングセンタの制御加工
            技術や、クラウド技術、協働ロボット導入・活用などのデジタル
            分野の訓練を拡充

 離職者のITスキルの習得支援
         ・ 子育てや介護で長期離職している方などに、自宅でも受講できるオンライン講座を実施し、
　　　      ITスキルの習得及び再就職を支援（イノベーション拠点「SHIP」を活用）

 学齢期にデジタル技術に親しむ機会の提供
  ・ 子ども達が技能士からものづくりを学ぶ体験教室に、新たにデジタル　　　
　　　      技術を使った電子工作体験を追加

沼津キャンパス情報技術科

在職者訓練（協働ロボット導入編）

LEDソーラーライトの
製作体験

R５当初：１億3,392万円
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次世代人材

 プログラミングスキルの向上支援
    ・ 小中高校生を対象としたプログラミングコンテストの開催
　　     ・ プロコン入賞者とスタートアップ、県内企業、大学生とのネットワークづくり

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
① 先端的な知識と技術を持つ人材の確保・育成  

区 分 学　科 定員
入学者（※）
R3 R4

静　岡
ｷｬﾝﾊﾟｽ

機械・制御技術科 30 25(1) 27(1)
電気技術科 20 19(2) 16(1)
建築設備科 20 13(2) 12(1)

沼　津
ｷｬﾝﾊﾟｽ

機械・生産技術科 20 19(1) 20(2)
電子情報技術科 20 22(1) 21(1)
情報技術科 20 22(1) 22(1)

計 130 120(5) 118(4)

※ 入学者の（　）は事業主推薦による入学者数



基本戦略策定

（令和５年度）

人材の確保・育成

オープンイノベーション

事業化支援

（中長期）

・ TECH BEAT
・ ジュニアプロコン
・ スタートアップ支援事業

・ スタートアップ支援事業
　（県内スタートアップ）
・ TECH BEAT
　（首都圏等スタートアップ）
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本県の強みを活かす産業分野への特化
 　(ものづくり系スタートアップ等)

J-Startup地方版　
 ・成長性に優れた事業を集中的に支援

  （地方スタートアップ支援の枠組み）　　

認定ＶＣ活用

　・県認定ベンチャーキャピタルから投資を
   受けたスタートアップを支援

シビックテック

　・テクノロジーを活用した社会や地域の課題
       解決を目指す取組等と支援

JETRO等との連携　等

　・海外企業誘致、グローバル活動支援                        

◆ 国は、R４に「スタートアップ育成５か年計画」を策定
◆ 県は、R５に国の方針を踏まえ、自律的な成長・創出に向けた「基本戦略」を策定

 本県の強みを活かす産業分野での起業・成長の促進

・ スタートアップ支援事業
　（県内スタートアップ）
・ 静岡発ベンチャー
　（起業支援、事業化加速）
・ インキュベートセンター

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
② スタートアップ支援の体制拡充 



【概要】

○ R４年、国はスタートアップ創出元

    年と位置付け、「スタートアップ育

     成５か年計画」を策定し、スタート

    アップ育成のための政策資源を総

    動員

○ 本県において、スタートアップが自

    律的に創出、成長していくために必

　 要な支援の方向性を定める「静岡県

    スタートアップ戦略（仮称）」を

  R５に策定

○ 大学発ベンチャーを継続的に発掘・

  育成する体制を強化

スタートアップの交流・連携拡大 R５当初：5,060万円【再掲含む】

大学発ベンチャーの事業化支援

ラウンドテーブルの様子

R５当初：3,500万円

 県内スタートアップのコミュニティ形成による交流強化（再掲）
  ・ ピッチイベントの開催による、県内スタートアップの育成支援・事業機会の提供
　　      R5：６回開催
                      参加者：県内企業、金融機関、支援機関、市町等

 県内スタートアップ支援機関との連携（再掲）
   ・ イノベーション拠点「SHIP」をコア拠点とし、サブ拠点（富士工業技術支援センター、
        AOI-PARC）と連携した支援を展開
　 　・ 県内各地域で展開しているスタートアップ支援機関との連携を強化
 　　　 （FUSE（浜松市）、ぬましんCOMPASS（沼津市）、LtG Startup Studio（三島市）等）

 県内高校生の起業機運醸成
  ・ 民間企業と連携し、社会課題解決に向けた探究活動を実施

　 　（高校生の起業支援、実社会に貢献する取組の実現化　等）

大学発ベンチャー数の推移

区分 H30 R元 Ｒ2 Ｒ３

本  県
(全国順位)

50
(11位)

61
(10位)

67
(10位)

７１
(10位)

全  国
前年比

2,278
109％

2,566
113％

2,905
113％

3,306
114％

 地域企業と研究者との共同創業等の促進
　  ・ コーディネーターを2名配置し、大学のシーズと企業のニーズを
　　　    結ぶラウンドテーブルを開催（R4：6回予定）

 シード期から創業期の有望なベンチャーの事業化支援
    ・ 大学発ベンチャーが行う試作品の製作や市場テスト等に係る経費を助成
                 補助率：10/10、上限額：500万円   （R4：５者採択）
    ・ 民間アクセラレーターによる伴走支援 （R4：支援対象４者） 27

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
② スタートアップ支援の体制拡充 

スタートアップ支援の拡大

（単位：社､％）



【概要】

○ テレワークや副業・兼業、短時間正 

    社員など、多様な働き方の企業への

    導入を支援

○ 情報発信・マッチング強化、イン

  ターンシップ導入支援等により新規

　 学卒者・若い社会人等の就職を支援

○ 全庁横断で実施する人口減少対策タ  

  スクフォースでの検討を踏まえつつ、

    働く世代や若年女性等が活躍できる

    環境整備を支援

 

多様な働き方を選択できる環境の整備
 中小企業へのテレワーク導入・定着支援

　  ・ テレワークの実施をサポートする専門家派遣の拡充等による
　 　      導入・定着支援強化

 副業・兼業、短時間正社員制度等の導入支援
　  ・ アドバイザー派遣等による職場環境整備支援

R５当初：3,680万円

若者のUIターン就職支援
 新規学卒者等の就職支援

 　 ・  「ふじのくにパスポート」による情報発信、大学１・２年生を対象とした県内企業への興味や　
    　関心を喚起するイベントの実施、県内企業のインターンシップ導入支援
　  ・ 学生目線による企業情報の発信、求職者のニーズに合致した企業情報の発信強化

 若い社会人等の就職支援 
　  ・  「30歳になったら静岡県！」をキャッチフレーズとした情報発信　
  　・ 民間求人サイトとの連携による移住希望者と県内企業のマッチング強化

R５当初：１億5,245万円

多様な人材の活躍支援
 女性の活躍支援 

　  ・ アドバイザー派遣による女性活躍行動計画策定等支援、女性
　　　 役職者育成セミナーの開催 

 高齢者の活躍支援
　  ・ 雇用推進コーディネーター配置によるマッチング、定着支援

 障害のある人の活躍支援
　  ・ 雇用推進・職域拡大コーディネーター配置、 ジョブコーチ派遣による
       マッチング、定着支援

 外国人の活躍支援
　  ・ 定住外国人の正社員就労支援、海外合同面接会の開催を通じた高度人材と県内企業の
                                マッチング支援（モンゴル、インドネシア、ベトナム）、技能実習生の日本語・実技習得等支援
    ・ インド人材と県内企業によるオンライン面接会

R５当初：１億9,651万円

静岡県しごと体験ツアー
（大学１・２年生を対象とした取組）

テレワークによる在宅勤務

海外合同面接会
（インドネシア）
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１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
③ 多様な人材と働く場の環境整備 



 ＩＣＴ関連産業立地事業費補助金
 　 ・ ICT企業誘致のため、県内に新たにICT関連事業所を
      開設する企業に助成(賃借料、通信料、人件費等)
      　R2～R4：9件

 ＩＣＴ企業誘致タスクフォース
 　 ・ 県と市町が連携し、首都圏を中心としたICT企業誘致を強化
　      ・ ICT企業誘致コンサルタントを活用した新規開拓等の実施

ICT企業誘致タスクフォース 

29

企業誘致を通じた就業拡大

【概要】

 ○ 若者約6,000人の転出超過が続い 

   ており、本県に戻らない理由は、

    「やってみたい仕事や給与水準の

　  仕事がない」が上位

 ○ 全庁横断で実施する人口減少対策

   タスクフォースでの検討を踏まえ、

     若者に魅力ある雇用の創出を推進

 サービス業等の県内進出の促進
　  ・ 情報通信・デザイン等のサービス業の県内進出企業に対する助成制度を創設
 　    　補助率：1/2（市町補助金と併用可）
　　  　 対象経費：賃借料（最大300万円）、通信回線使用料（最大60万円）、 
　　　　　　　　　　    改修費（最大150万円） 
       　対象業種：情報通信、デザイン制作、広告、経営コンサルティング　等
　　　　　　　　　　   （県内で継続的に１年以上事業を実施）    

 高度人材定着に有効な、マザー工場・拠点化工場の立地促進を継続・強化
　    ・ 立地後の移転の可能性が低く、従業員の長期間の定住が期待できること、県外出身者の
　　　　        割合が高いことなど、社会人口増の観点で効果が期待
      ・ 東京、大阪事務所等との連携による大規模な投資計画を持つ企業へのアプローチを強化

サテライトオフィスしずおか
（Webサイト）

１（３）産業人材の確保・育成・リスキリング
③ 多様な人材と働く場の環境整備 

R５当初：65億7,172万円



ウィズコロナ、アフターコロナ時代の 「静岡県産業成長戦略 2021」 骨子

２　持続可能な地域経済の実現
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 「オープンイノベーション静岡」の運営
   ・ 事務局職員（銀行協会、信用金庫協会、経営者協会からの派
　　　遣＋県職員）の企業訪問等により、中堅企業への成長を目指
　　　す県内企業を発掘（R4訪問回数 134回（R5.1月時点））

 　・ 産業支援機関や先端産業創出プロジェクトと連携し、協業・販路
　　     開拓支援や、地域経済牽引事業計画の策定等のフォローアップ
      を実施

　 ・ 将来の柱となる事業を模索する企業に対しては、目利きの役割を
       担う「アドバイザリー･ボード」により、個別に経営指南
    （開催回数 45回（H27～R5.1月））

 オープンイノベーション・プラットフォームの強化（再掲）
     　 ・ ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙICT人材育成のためのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点「SHIP」
　　　 と各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが連携し、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを推進（ﾘｱﾙ＋ｵﾝﾗｲﾝ）
 　　・ 企業参加型ｺﾐｭﾆﾃｨ「しずおか産業創造ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」による協業
       等の相談に対し、各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが連携して対応（ｵﾝﾗｲﾝ）

ウィズコロナ、アフターコロナ時代の 「静岡県産業成長戦略 2021」 骨子

◆ 成長が見込める分野で産業イノベーション拠点を形成し、本県経済を牽引する先端産業を創出
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＜各プロジェクトの深化の方向性＞

プロジェクト間の連携による新たな価値の創出

 各プロジェクトの事業コーディネーターの連携強化
　  ・ 先端産業創出プロジェクト連携会議を開催し、関係強化を促進

本県経済を牽引する可能性のある企業への集中支援

 リーディング産業育成事業費助成（プロジェクト連携枠）
 ・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ連携により研究開発等を行う企業を対象に助成
         研究開発：補助率：2/3、上限額：1,500万円/年
　　　　       事業化：補助率：1/2、上限額：2,000万円/年

R５当初：１億800万円【再掲含む】

プロジェクト R5の主な取組
ファルマバレー メディカルガーデンシティの形成
F H C a O I 大学等連携によるヘルスケア産業の創出
フォトンバレー 光・電子技術を活用した製品開発支援、人材育成
次世代自動車 EV部品開発、デジタルものづくり、脱炭素化への対応
ふじのくにCNF プラットフォームの産学官連携体制の強化
A O I 事業化推進とSDGs達成に貢献する農業
M a O I 成果の早期創出とプロジェクトの高度化
C h a O I オープンイノベーションによる新商品開発機能強化

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（先端産業創出プロジェクトの取組深化と連携強化）

R５当初：867万円



ファルマバレープロジェクト R５当初： 3億1,770万円

ファルマバレーセンター

 ものづくりプラットフォームによる支援
 　 ・ 医療現場のニーズに基づく製品化から販路開拓まで一貫支援
　　 　　R３開発事例：手術用頭頸部固定枕
　　　     　　　　　　　　　　　       R４開発助成：医療機器等：３件
　　　　　　　　　　　　　　 自立支援・介護支援   機器等：６件

 プロジェクトHOPEの推進
 　 ・ 遺伝子解析による個別化医療の推進
     ・ ゲノム医療の推進に資する製品の開発促進

 健康長寿・自立支援プロジェクトの推進
　     ・ 介護･福祉分野の多様なニーズを幅広い産業分野の地域
       企業に結びつけ、新たな参入を拡大
　  ・ 「３歩の住まい」の具体的な居室への導入や必要な機能の
　　　　具現化

 山梨県との連携
　  ・ 山梨県の強みと本県企業が有する技術とのマッチング
　    ・ 総合特区等の強みを活かし、革新的技術・製品の開発を推進

 医療田園都市（メディカルガーデンシティ）の形成
 　  ・ 「医療城下町」を基盤に、住民に豊かな暮らしと充実
　　　 した医療・福祉・介護の提供、企業誘致等により、
　　　 「超高齢社会の理想郷」としての「医療田園都市」を
　　　実現

【概要】

＜ファルマバレープロジェクト＞

○ ファルマバレーセンターを中心に 

  医療現場のニーズと地域企業の

  シーズとのマッチング等により、

  地域企業の医療健康関連産業への

　 新規参入や取組を支援

○ これまで築き上げた「医療城下町」　

　 を基盤に、「超高齢社会の理想郷」

 　としての「医療田園都市」を実現

 

ファルマモデルルーム
「自立のための３歩の住まい」

手術用頭頸部固定枕
（浜口ウレタン㈱・県工業技術研究所・

県立静岡がんセンター）

医療田園都市構想の戦略

 戦略１　「医療・福祉・介護による安心

　　　　　が実感できるまち」の実現

 戦略２　「田園のゆとりが味わえるま

　　　　　ち」の実現

 戦略３　「都市の活力が生きるまち」
　　　　　の実現
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２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（ファルマバレー）



 ヘルスケアビジネス創出支援
　　・ リビングラボ（実証フィールド）を活用し、新たな商品の事業化を
　　　     補助金等により支援（Ｒ４：可能性調査６件、実証事業２件）
　　・ 医療ビッグデータの研究を行う静岡社会健康医学大学院大学と
　　　企業との連携した取組を支援（マッチング支援）
　　・ ヘルスケアビジネスの事業計画作成支援を強化

 食の高付加価値化の推進
        ・ 近年注目を集めるフードテック等の活用を促進し、静岡らしい高付加価値製品の開発支援
　　　 を強化（複数企業による商品開発・ワークショップ開催を伴走支援）

フーズ・ヘルスケアオープンイノベーションプロジェクト R５当初：１億7,860万円

【概要】

＜フーズ・ヘルスケアオープンイノ

   べーションプロジェクト(FHCaOI)＞

○ 健康増進社会の実現を目指し、食

品等の高付加価値化やデータ等を

活用したヘルスケアサービス創出

を支援
 

＜フォトンバレープロジェクト＞

○ 医療健康や次世代自動車など、あ  

 らゆる産業における光・電子技術

 の活用とデジタル化を促進

静岡社会健康医学大学院大学

R５当初：１億80万円フォトンバレープロジェクト
 A-SAPによる光・電子技術の活用促進

   ・ 企業の課題に対して、課題解決に最適な大学等の研究者
　　　　からなる支援チームを編成し、支援を実施
　   　 支援実績：39件（H30～R4.11月  うち10件が製品化）
   ・ 参画大学の拡大により、特にデジタル技術（IoT、ICT）を
　　　　活用した情報通信分野における課題解決を後押し

 ひかり塾による人材育成
　 ・ 光・電子技術活用の裾野拡大のため、金融機関職員等文系人材向け出前講座を開催
　　　　　開催実績：26回、延べ366人（R４.11月）
　 ・ 今後はR４成果を基に内容を高度化するとともに、開催地域や回数・規模を拡大

A-SAPで支援した
非破壊硬度測定システム

冷凍技術を活用した冷凍駅弁
「しずおか健康生活応援弁当」

取組１：サステナブルな仕組づくり 取組２：災害時にも活用できる健康食
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２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（フーズ・ヘルスケア、フォトンバレー）



  分解部品ベンチマークルーム
（次世代自動車センター浜松）

 次世代自動車センター浜松との連携強化
　　・ 企業の固有技術探索活動、ＥＶ分解活動、試作品開発、
　　　 カーボンニュートラル対応講座などを重点支援
　  ・ サイバーセキュリティ対策ワークショップやコーディネータによる小規模
　　　 企業のDX・脱炭素等の伴走支援などの新たな取組も支援
　　・ 企業からのニーズの強い分解部品のベンチマークルームを拡張

デジタルものづくりの支援体制の強化（再掲）
　  ・ 浜松工業技術支援センターに「デジタルものづくりセンター(仮称)」
　　　 を新設（R5.12予定）
　　・ 軽量化部品や放熱性・断熱性の優れた部品の開発に不可欠な
　　　 設計シミュレーションソフトを新規導入
　　・ 金属３Ｄプリンタなどの機器と併せて、企画・設計から成形加工、
　　　 評価計測までデジタルものづくりを一貫支援
　　

 研究開発助成、事業化助成
     ・ 大学や公設試験研究機関と連携して行う研究開発等へ助成
  

【概要】

＜次世代自動車＞
○ 自動車産業は、世界的なＥＶ化の加
  速やデジタル化の急速な進展に加え、
  脱炭素というグローバルな課題に直面
    しており、その対応が急務

○ 中核支援機関である「次世代自動車　
　 センター浜松」を中心に、企業間連　
　 携の強化や、デジタル人材の育成、
　 脱炭素経営の推進等を支援

○ 工業技術研究所を拠点としたデジタ　
　 ルものづくりの支援体制を強化

＜航空宇宙＞
○ 無人航空機のレベル４飛行解禁等を  
    受け、次世代エアモビリティの社会
　 実装に向けた実証実験を実施

次世代自動車センター浜松（H30.4設立）

航空宇宙産業への参入支援
 次世代エアモビリティ分野への参入支援

   ・ 産学官連携ワーキンググループの提言を踏まえ、次世代ドローン
        の長距離飛行や重量物運搬等の実証実験を実施

 共同受注体「SOLAE」を中心とした参入支援
   ・ 航空宇宙コーディネータによる販路開拓や技術相談、設備投資や
　　   人材育成に係る支援

R５当初：7,000万円

R５当初：２億1,940万円【再掲含む】

金属３Ｄプリンタ
(浜松工業技術支援センター) 

実用化が近づく
次世代エアモビリティ

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（次世代自動車、航空宇宙産業）
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自動車産業の電動化・デジタル化



ふじのくにCNFプロジェクト

【概要】

○ ＣＮＦ関連産業の創出と集積に向
 けて、産学官の連携による研究開
 発と製品開発を推進

○ 静岡大学の研究開発体制を拡充し、 
 将来の市場の拡大が期待される自 
 動車部品への応用に向けた実証等
 を実施

○ 富士工業技術支援センターを中心
 とするプラットフォームを拡充・
 新設し、産業界を組織化するとと
 もに地域企業への支援を強化

○ 東アジア文化都市の関連イベント
として、国際シンポジウムや国際
展示会を開催し、本県企業のグ
ローバル展開を支援

R５当初：8,150万円【再掲含む】

 静岡大学を中心とした研究開発体制の強化（再掲）
          ・ 自動車部品への応用を目指して静岡大学と学際的な研究を推進
　　　　　① ＣＮＦ自動車部品の試作
　　　　　② リサイクル性の検証
　　　　　③ 国産パルプの活用可能性検証
    ・ 静大寄附講座に、ＣＮＦと自動車部品に精通した教員を新たに招聘
　

 製品開発の支援、人材育成の強化（再掲）
    ・ 現行プラットフォームを改組し、リサイクルや自動車関連企業なども
　　　 含めた新たな支援プラットフォームを設立
　　・ 富士工業技術支援センターに設置した富士市ＣＮＦ連携拠点
　　　 (R4.6開設)において、地域企業の相談対応や技術指導を実施
    ・ ＣＮＦの第一人者である磯貝明東京大学特別教授による、

　       産業人材育成のためのセミナーや交流会を開催

 グローバル展開の支援
    ・ 東アジア文化都市の協働プログラムとして、海外の著名な研究者や先進企業等が参加する

　    国際シンポジウム・展示会を富士市で初開催
       　※R5.10開催予定、国際セルロース会議(広島市)のポストイベントとして実施
　　・ 海外の研究者とのネットワーク構築や国外市場への販路開拓を支援

　

磯貝特別教授による技術指導
（富士工業技術支援センター）

ＣＮＦ樹脂試作品（窓枠部材）
（富士工業技術支援センター）

CＮＦの自動車への活用
（環境省：ＮＣＶ）
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  食品用増粘剤  衛生用品 化粧品  家電製品  住宅建材 自動車

 (住内装材、外装材、タイヤ強化剤）

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（ＣＮＦ）



【概要】

＜ChaOI-PARC＞

＜AOI-PARC＞

〇 本県茶業の再生を目指すChaOIプロ
 ジェクトの研究拠点として茶業研究
 センターを再整備

〇 オープンイノベーションによる静岡
 茶の新たな価値の創造

〇 先端技術開発や新商品開発など本県
 茶業を先導する研究開発

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（AOI、ChaOI）

ＡＯＩプロジェクト R５当初：４億7,763万円

ＣｈａＯＩプロジェクト R５当初：７億570万円

オープンファクトリー(ChaOIファクトリー)の開設
 ・ 茶成分を抽出する装置などを新たに導入し、茶生産者や企業等が
　      新商品開発に取組むことができるChaOIファクトリーを開設
輸出向け有機抹茶の生産拡大強化
 ・ 有機に適した品種への転換支援、生産拡大に必要な施設･
         機械等を整備
オープンイノベーションの取組やフォーラム会員の連携を促進
 ・ 大学等と最先端の共同研究を行うためのオープンラボや、会員
          間の交流スペース等を整備(R7.3月～)　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 「ChaOIフォーラム」の設置（644者／R4.12月末時点）
 ・ 生産者、茶商、食品企業、大学などで構成するプラットフォームを運営

ChaOI-PARC（イメージ）
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○ 革新的な栽培技術開発や品種開発に 
 よる、農業の飛躍的な生産性向上

○ 産学官金の幅広い参画による、農業 
 を軸とした関連産業のビジネス展開

○ 環境負荷低減と生産性・収益性を両
 立する持続可能な農業の実現

 オープンイノベーションによる事業化推進
     ・ AOI機構による、産学官金の多様な主体が参画する 、
　　　　 「AOIフォーラム（会員数324）」の運営及び伴走型支援
　   ・ 環境負荷低減と生産性・収益性の両立に資する事業化取組
           の推進　　   補助率：1/2、上限額：1,000万円

 農業分野のSDGs達成に貢献する研究開発
     ・ 気候変動下でも安定栽培を可能にするスマート育種技術など、
　　　                  大学・研究所等との連携による研究開発を推進

 海外展開
     ・ 新たな農業ビジネスの創出に向け、静岡・シンガポールアグリフードフォーラムを開催

 人材育成
    ・ 先端農業技術を活用できる高度人材を育成

次世代栽培装置での研究



【概要】

 ＜ＦＡＯＩプロジェクト＞

 ○ 森林の適正管理による公益的機能

 の発揮と、森林資源の循環利用に

 よる林業の成長産業化に向け、森

 林のデジタル情報基盤の整備や、

 先端技術の現場実装などを推進

ＦＡＯＩプロジェクト R５当初：１億3,640万円

需要情報に基づく計画的な木材生産

　“ふじのくに森林・林業イノベーションフォーラム”の活動推進
　・ 県が管理する森林クラウドサブシステムの構築
　 ・ 先端技術と現場課題のマッチング、現場での実証
　 ・ コーディネーターによる活動支援　ほか　　

・情報一元管理
・オンライン化
・リアルタイム
 情報連携

デジタル林業戦略拠点の構築
　・ 県東部地域において、先端技術のフル活用に
     よる林業活動のDX化
　・ 丸太のサプライチェーンマネジメント（SCM）
　　        の効率化に向けた生産、流通のデジタル化

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（FAOI、MaOI）

ＭａＯＩプロジェクト
 海洋先端技術の産業応用や事業化の促進

  ・ 国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）等との
 　   調査・研究開発の実施（海洋先端技術を核とした海洋産業の
      振興と海洋環境の保全）
 

 データ駆動型の研究開発の推進（再掲）
  ・  データプラットフォーム「BISHOP」の整備・発展
　　  （データの充実化及び利活用方策の検討 等）
　  ・  解析サーバ等によるデータ駆動型研究開発を支援し、産業振興及び環境保全に展開

R５当初：３億7,750万円【再掲含む】

JAMSTECとの連携協力協定

 ＜ＭａＯＩプロジェクト＞

 ○ 日本一深い「駿河湾」の特徴ある海

　  洋環境や多様な海洋生物などの本県

     の｢場の力｣を活用し、マリンバイオ

     テクノロジー等の先端技術によるイ

     ノベーションを促進

ＭａＯＩ－ＰＡＲＣ
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【概要】

○ 多様化する旅行ニーズに対応するた

  めには、デジタル技術の活用が必要

  不可欠

○ 旅行者の嗜好に合わせた情報を提供

  するとともに、取得した旅行者デー

  タを基に分析・解析することで事業

  者のマーケティングに活用できる観

　 光デジタル情報プラットフォームの

　 利活用を促進

○ 「東アジア文化都市2023静岡県」

　 を効果的に発信

デジタルの力を活用した魅力ある観光地域づくり

県内周遊スタンプラリーイベント
（R4実証事業実施時のCM）
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２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成（観光）

 観光デジタル情報プラットフォームの利活用促進（再掲）
　  ・ プッシュ通知機能の実装など観光アプリTIPSの機能強化
　  ・ 県内市町等の観光サイト等との連携の強化
　  ・ 観光デジタル情報プラットフォームに蓄積したデータと連携
　　  するための、ウェブサイトやアプリの改修・開発を支援
　　     補助率：1/3、上限額：200万円

 東アジア文化都市と連動した観光誘客の推進
　　・ 東アジア文化都市等の県内で開催される国際的イベントの情報を、
　　　       観光アプリTIPS等を通して効果的に発信

 市町等におけるデータ活用の推進（再掲）
　  ・ プラットフォーム機能強化により充実した県独自
　　　     の旅行者データの分析
　  ・ 市町・観光協会へデータサイエンティストによる
　　　 データ活用伴走支援を実施し、ＥＢＰＭ・
       デジタルマーケティングを実践

 デジタル技術を活用した県内周遊・観光誘客の取組
　  ・ 地域通貨機能TIPSポイントを活用した県内周遊スタンプラリーイベントの開催
　  ・ SNS等を活用した東アジア地域などへの情報発信

R５当初：１億3,500万円【再掲含む】

インフルエンサー
マーケティング

＜観光アプリＴＩＰＳ　ダウンロード数の推移＞
 累計DL数 取組等

R2 216 R3/3/9利用開始
R3 2,845 機能充実
R4

(12月時点) 18,050 スタンプラリー実施
（12/1∼1/31）



ターゲットを絞った企業誘致活動

県内に立地したマザー工場（小山町）

【概要】

○ 企業誘致・定着の促進
① 県外からの新たな企業の誘致推進
  東京事務所、大阪事務所を中心に
    有望企業に対する本県への投資を
    働きかけ

② 県内に拠点を有する企業の定着促進
　 県内立地済み企業への継続的な訪問

③ 工業用地の確保等のインフラ整備
    推進
  市町と連携し、ふじのくにフロン
    ティア推進区域等における工業用
    地の造成と早期分譲

R５当初：64億9,212万円【再掲含む】

 工場立地動向調査結果（経済産業省）
 企業立地件数：22年連続全国５位以内を維持

ICT企業誘致 R５当初：4,900万円【再掲】

 ICT関連産業立地事業費補助金（再掲）

   ・ ICT企業誘致のため、県内に新たにICT関連事業所を

     開設する企業に助成（賃借料、通信料、人件費等）

        R２～R4：９件

 ICT企業誘致タスクフォース（再掲）

   ・ 県と市町が連携し、首都圏を中心としたICT企業誘致を強化

                 ・ ICT企業誘致コンサルタントを活用した新規開拓等の実施

H29 H30 R1 R2 R3
件数 97 67 78 54 49
順位 1 4 2 3 4

面積ha 97 62 96 64 72
順位 3 5 2 5 4

ICT企業誘致タスクフォース 

２（１）国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型）
企業誘致・定着の促進

地域未来投資促進法の活用促進
 地域経済牽引事業計画の策定・実行支援

　  ・ 地域経済を牽引する可能性のある企業の計画策定を支援
　　・ 計画を着実に実行に移すため、専門家派遣等による計画実行段階での支援を拡充

＜地域経済牽引事業計画承認件数＞　　　　　　（業種別内訳）

R５当初：350万円 

年度 H29 H30 R元 R2 R3 R4
(1月） 計

件数 20 34 38 26 27 15 160

製造 ｻー ﾋ゙ ｽ 情報
通信 運輸 その他 計

126 8 5 6 15 160
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 重点分野への積極的な働きかけ（再掲）

    ・ 市場拡大が見込まれる医薬品・半導体関連などの有望企業や国内へ製造拠点を移管する
　　　   企業に対して、本県への投資を働きかけ、マザー工場等の立地を推進
　　 ・ 県内立地済み企業への継続的な訪問による投資計画の把握と、県内への再投資促進
　　 ・ 世界的な未来実証都市の形成を目指す「Woven City」などの実証フィールド形成を支援
　　 ・ 県内事業用地データベースを活用して企業の用地確保を支援 



○ 国内経済活動は、供給面の制約が残るものの持ち直し基調にあり、企業の投資意欲も回復
○ コロナ禍に対応した特例措置や支援の終了を見据え、本業回復のための出口戦略を本格化する必要

 ポストコロナ時代に向けた中小企業の変革・挑戦を後押し
国と連動した生産性向上、新事業展開支援等により、着実に成長に繋げる取組を展開

伴走支援体制の強化（専門家派遣の充実など）

経営課題への気付き、自己変革・行動変容

成長への
新たな挑戦

取組支援
国 県

先端設備等導入
研究開発など

・IT導入補助
・ものづくり補助

・経営革新補助

・小規模企業
 経営力向上補助

・新事業展開
 促進補助

新事業展開
商品・サービス
の差別化など

・事業再構築補助

好循環
　収益向上

（稼ぐ力・賃上げ）

設備・人への
投資促進

（生産性向上）

イノベーション
（付加価値獲得）
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２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進（概要）　 



新たな事業展開・経営革新への取組支援
 新たな事業展開への支援

　　・ R2～コロナ禍に対応したデジタル活用等、業態転換への取組を支援（累計1,185件、19億円）
　　・ 原料高等の新たなリスクを踏まえ､デジタル化に限定せず､幅広い新事業展開を支援
　　　　　要件：売上高の減少等、補助率：2/3以内、上限額：300万円

 中小企業等の「経営革新計画」の実現を後押し
　　・ 商工団体や金融機関による計画策定支援
　　・ 計画の実現を、融資、信用保証、補助金、トライアル発注等で支援
    　〈経営革新計画承認件数〉
　　  　R３：574件　R４（R５.１月末時点）：335件

 計画実現への助成
　　・ 新商品の開発等に取り組む中小企業等の計画実現を支援
　　　    補助率：1/2以内、上限額：500万円　ほか
　　　　   ※ 物価高騰対策支援に係るものを追加　補助率：2/3以内、上限額：500万円

 経営革新計画等実行時の資金繰り支援
　　・ 経営革新計画等を策定し、計画実行する企業を県制度融資で支援

R５当初：４億7,061万円

【概要】
○ コロナ禍に対応した特例措置や支  
  援の終了を見据え、持続的成長を
  目指す出口戦略を本格化し、ポス
    トコロナへの足取りを確かなもの
    にすることが重要

○ 経済活動が持ち直し基調にある中、
  投資意欲回復の動きを捉え、着実
　 に成長に繋げる取組を展開

○ 経営革新計画等の策定支援により、
  企業の生産性向上、新事業展開を
　 促進し、中小企業の付加価値向上
　 を図る。 サービス産業の生産性向上

 サービス産業の生産性向上に資する効果的な手法や優良事例の横展開
　  ・ 課題別実践型セミナー、手順書（動画）を活用した啓発セミナーの開催

R５当初：632万円
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伴走支援体制の強化
 専門家を派遣し、デジタル化や新事業の展開などを支援

　  ・ 各種専門家を派遣することにより、助言・ノウハウを提供

R５当初：7,770万円

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進（中小企業の経営力の向上）　 

 国の「パートナーシップ構築宣言」と連携した、企業間取引の適正化
　  ・ 商工会議所等と連携した、パートナーシップ構築宣言の普及、促進

１人乗りミニEV
（経営革新計画に基づき製品化）

業務用冷燻スモーカー
（経営革新計画に基づき製品化）

融資枠：150億円



【概要】

○「グッドデザインしずおか」の30

  回記念を契機に、中小企業のものづ　

　 くりにデザインの活用を推進

○ 生産者による情報発信を支援し、地

　 場産業や伝統工芸品などの地場産品

　 の魅力を発信

○ 良質な商品、環境、サービスを提供 

  する個店の情報発信の強化やデジタ 

  ルを活用した店舗づくりを支援

 

デザイン活用の推進
　「グッドデザインしずおか」30回記念を契機としたデザイン

 　　活用の推進
　　・ 「グッドデザインしずおか」専用ホームページを作成し、選定品や
      グッドデザインしずおか選定事業者を情報発信

R５当初：1,370万円

グッドデザインしずおかのロゴマーク 地場産品の魅力発信
 地場産業の生産者が行う情報発信等の支援や外国人

                   観光客向けに情報発信
　　・ 静岡ホビーショー小中高校生招待日の開催支援
　  ・ 外国人観光客に静岡のものづくりをＰＲ

 ふじのくに魅力ある個店制度のＰＲ強化
　  ・ 個店ウェブサイトによる店舗情報や取組情報の発信
　  ・ 「地域のお店」デザイン表彰の歴代受賞店特集

 店舗のデジタル化支援
 　・ 中小・小規模事業者を対象に、デジタルの導入と活用を促進するセミナーと個別相談会開催
　　　のほか、セミナー動画配信(R4：4会場)

2022グッドデザインしずおか大賞

静岡ホビーショー
小中高校生招待日の様子

画像

R５当初：800万円

R５当初：840万円

個店ウェブサイト
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デジタルを活用した魅力ある個店づくり推進

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進（中小企業の経営力の向上）　 



【概要】

○ 地域経済の活性化や新たな雇用

  創出に向けて、多様化する地域

　 課題を、ビジネスの手法で解決

　 していくことが有効

○ 県全体の創業環境の向上を図ると

  ともに、地域経済活性化につなが

　 る創業支援、創業後の成長を伴走

　 支援

○ 商店街の空き店舗対策やコミュニ  

  ティ機能向上等、地域の社会的課

  題に対する取組を支援

 

地域密着型創業の支援
 創業しやすい環境づくり・創業後の成長支援

    ・ 市町の創業支援等事業計画に基づく取組等を支援
    ・ 先輩起業家から助言を受けられる機会の提供

R５当初：１億400万円

 地域経済活性化につながる創業支援
    ・ 地域の社会的課題解決を目的とした起業者に対し、起業に必要な
              経費の一部を助成、伴走支援
      （古民家を活用したカフェ、未利用材を有効活用した飲食業等）

起業支援金活用事例
（学習自習室開業）

43

商店街の空き店舗活用支援 R５当初：450万円

 空き店舗対策会議の開催
　  ・ 市町や商工団体等を対象に民間団体のリノベーションまちづくりの
　　　 取組等を紹介し、市町と民間との連携による空き店舗対策を
       支援(Ｒ４:３回)

 空き店舗の利活用促進
  　・ 商店街等が行う空き店舗を活用したシェアオフィスの整備やチャレンジショップの実施等を
            支援する市町に対し助成(R４：２市）
　　      補助率：ハード事業5/8以内（国1/2、県1/8）
　　　    補助率：ソフト事業3/4以内（国2/3、県1/12）

空き店舗対策会議の様子

年度 R元 R2 R3 R4
採択件数 29 41 41 40

＜年度別採択件数＞

空き店舗の改修を行う商店街の様子

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進（ビジネスの手法を用いた地域課題の解決）　 



【概要】

○ 経営者の高齢化及び後継者不足に

  対して、後継者不在による廃業の

　 防止が必要

○ 頻発する自然災害に加え、感染症

    やサイバー犯罪への対応等により、 

    ＢＣＰの策定がより一層必要に。

○ コロナ融資の返済本格化に加えて、

  物価高騰による収益悪化に対応する

  ため、継続的な資金繰り支援が必要

事業承継への支援
 「事業承継推進月間」の実施

  　・ フォーラムの開催等、集中的な啓発活動を実施
 事業承継診断実施後の事業承継計画策定の促進

　  ・ 商工団体による事業承継計画策定の支援
 第三者承継、特にＭ＆Ａの支援強化

　  ・ 専門家を活用したＭ＆Ａマッチングの促進
 事業承継実行時の資金繰り支援

　  ・ 事業承継資金：241件 101億円（H28年度～R4.12月まで累計）
     ・ 保証料補助：83件 2,965万円（R2年度～R4.12月まで累計）

R５当初：3,050万円

ＢＣＰの普及促進
 ＢＣＰの導入促進

　  ・ 商工会議所等と連携し、セミナーや相談会等によるＢＣＰ策定支援
 ＢＣＰモデルプランの改訂

　  ・ 自然災害だけでなく感染症やサイバー犯罪にも対応したモデルプランの改訂

事業承継推進月間ロゴマーク

画像

策定支援セミナーの様子

R５当初：9,020万円経営安定化に向けた資金繰り支援

融資枠：40億円

 新型コロナウイルス感染症に係る資金繰り支援の拡充
　  ・ 借換に対応した県制度融資「新型コロナウイルス感染症対応伴走支援特別貸付」の融資
       要件緩和（R5.1.10～）
 　 ・  R２年度に実施した県制度融資「国連携新型コロナウイルス感染症対応貸付」の融資利率
 　  　改正による金利負担の軽減（R5.4.1予定）

 コロナ禍における原油価格・物価高騰への対応
 　・ 県制度融資「経済変動対策貸付（原油・原材料高対応枠）」の継続 44

融資枠：5０0億円

融資枠：50億円

区分 Ｒ元 Ｒ２ R３ R4.12

本県 818件 1,004件 703件 401件

全国
順位

９位 ８位 12位 ―

 ＜事業承継計画策定支援の実績＞

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
中小企業の付加価値向上と地域課題への取組推進（中小企業の収益力改善と事業再生の支援）　 

R５当初：740万円



 鮮魚等の高鮮度流通システムの定着・流通促進支援
　　・ 「山の洲」域内において新たに構築した鮮魚等の高鮮度流通システム
　　　 の定着、民間事業者の取引促進に向けたフォローアップ支援

 新規需要先の開拓
　  ・ 「山の洲」域内でのセールスプロモーションにより新規需要先を開拓

【概要】
○ 新型コロナ感染症に伴う消費者・
  流通事業者の行動様式の変容等を 
  踏まえてマーケティング戦略を策定
 
○ 首都圏では中高級スーパーを県産品
  販路のターゲットとして、実証試験 
  の取組により安定出荷・高鮮度を訴
　 求し、販売力・流通体制を強化

〇 静岡・山梨・長野・新潟の４県の連
　 携による新たな広域経済圏「山の
　 洲」において、連携による強みを生
    かした個人消費の喚起、量販店への
    県産品販路拡大、デジタルを活用し
    た域内販路拡大を推進

○「山の洲」における県産水産物の販  
  路拡大・流通活性化に向けて、鮮魚 
    等の流通網の整備・定着、需要開拓
    等の取組を推進

首都圏への販路開拓と流通体制の構築
 ブランド価値向上と販売促進

   ・ 新たな首都圏量販店の開拓に向けた、高精度の出荷情報活用と直送の実証実験　　
　　 （レタス生育予測アプリの活用による他産地との差別化）
　 ・ 三霊山連携協定に基づく、首都圏における販売促進

R５当初：500万円

R５当初：5,500万円

「バイ・山の洲」の取組推進による生産と消費の好循環の創出
 消費喚起を促進する仕組みづくり

　  ・ 「バイ・ふじのくに」「バイ・山の洲」による特産品の相互販売
　　　（県内全域での展開）
　  ・ 山の洲量販店との連携の強化

デジタルを活用した効率的な販路拡大
　  ・ デジタルカタログを活用した商談会の通年開催 
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需要に応じた生産・商品開発の推進
 しずおか食セレクション「頂」を活用したブランド化

　  ・ 首都圏の中高級スーパーでの静岡フェアを通じた
　　　 県産品の認知度向上と販売周年化
　  ・       コンビニと連携した「頂」ロゴを活用した新商品開発

R５当初：1,388万円

県内セブンイレブンで
「頂」商品を販売「頂」ロゴマーク

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
域内での消費拡大と域外需要の取り込み（「ふじのくにマーケティング戦略」の推進） 

「山の洲」における県産水産物の販路拡大 R５当初：100万円

山梨・長野県向けの
鮮魚の定期出荷

スーパー「ヤオコー」での「頂」フェア

「バイ・山の洲」物産展



【概要】

 ○ 海外の外食需要の回復などを背景

   に、農林水産物・食品の輸出は好

   調に推移

 ○ 国は、農林水産物・食品の輸出目

     標を2025年に２兆円、2030年に

     ５兆円に設定

 

 ○ マーケティング戦略に定める輸出

     目標達成に向け、海外に広く販路

     を持つ事業者と連携し、輸出拡大

     を加速

マーケットインによる「輸出産地」の形成
 海外戦略５品目（茶、いちご、わさび、温室メロン、日本酒）を中心とした輸出拡大

　  ・ 海外の大規模店舗と連携した輸出拡大（静岡フェアの開催）

 輸出先国の市場ニーズや輸入規制への対応 
　  ・ ＧＦＰグローバル産地づくり推進事業事業（国庫）
　　  （Ｒ４：事業者（茶））
　  ・ ＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業（国庫）
　　  （Ｒ４：２事業者（茶、水産））
　　

R５当初：３億2,342万円

（キャプション）

輸出物流拠点化・輸出支援体制の強化
 清水港の輸出拠点化

　  ・ 中部横断自動車道を活用し、山の洲の産品を合わせて
　　   清水港から輸出する仕組みを構築

　　＜Ｒ４取組内容＞

 県海外駐在員事務所等と連携した支援体制の構築
　  ・ ふじのくに通商エキスパートを県海外駐在員事務所４か所（中国・韓国・シンガポール・台湾）
　　　 に配置

R５当初：1,550万円

輸出先 主な輸出品目

香港、シンガポール みかん、桃

台湾 みかん、メロン、ぶどう 

タイ さつまいも、ぶどう

タイ向けのさつまいもを

輸送用コンテナに詰め込み

海外でのフェアの様子
財務省「貿易統計」を農林水産省作成
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２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
域内での消費拡大と域外需要の取り込み（「ふじのくにマーケティング戦略」の推進） 



【概要】

○ コロナ禍を契機とした、テレワーク

  の普及など新しい就業形態や生活様

  式に合わせて、仕事、生活、住宅分

  野の生活スタイルが変化

○ 地方移住の高まりを受け、豊かで広

 　い暮らし空間の実現を推進し、移住

    促進や消費拡大に繋げる。

○ 県産材を活用した住宅の新築や、リ

　 フォーム等を支援し、新たな消費を

　 拡大 

○ 業界と連携した「静岡の家具」の他  

  産地との差別化

住宅や店舗への県産木材の活用 R５当初：２億円

画像  

県産材を利用した住宅のリフォーム
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 住宅への県産材活用
　　・ 県産材を活用した住宅の新築・リフォームに対する支援
　　・ 品質の確かな県産材製品の使用量に応じて助成
　　　 助成棟数　R3：1,210棟、R4：1,300棟（見込み）

 店舗等の非住宅建築物への県産材活用
　　・ 県産材を活用した建築物の木造化・木質化に対する支援
    ・ 品質の確かな県産材製品の使用量（20%は森林認証材）に応じて助成
  　   助成棟数 R3：24棟、R4：40棟（見込み）

県産材を利用した住宅

「静岡の家具」の振興
  「静岡の家具」の他産地との差別化

　 ・ 業界と連携して静岡の強みを活かした方向性のとりまとめ
　 ・ Webサイトの制作など、県内外に「静岡の家具」をＰＲ

「静岡の家具」のイメージ

R５当初：400万円

豊かで広い暮らし空間の実現 R５当初：１億2,810万円

 豊かな暮らし空間創生住宅地の普及
　　 ・ 豊かな暮らし空間創生住宅地の認定や、情報発信等により生活と
            自然が調和した住まいづくり・美しいいえなみを普及促進

 自然豊かな仕事のある住まい「プラスＯの住まい」を形成
　　 ・ 産学官が連携して自然豊かで静岡らしい仕事のある住まいを形成
　　 ・ 住宅におけるテレワーク対応リフォームを支援

 空き家を活用した豊かで広い暮らし空間の実現
　　 ・ 広い空き家を一層流通させるため、「ふじのくに空き家バンク」を運営
　   ・ 空き家の建物状況調査（インスペクション）や移転費用の一部を支援

「プラスＯの住まい」

豊かな暮らし空間創生住宅地

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
域内での消費拡大と域外需要の取り込み（多様な生活様式を踏まえた消費の拡大） 

オー



【概要】

 ○ 静岡県ならではの地域資源を活用し

　  たブランド力強化による観光・交流

   の回復を図るため、「しずおか感動

   体験ツーリズム」を推進

 ○「ガストロノミーツーリズム推進方

     針」（Ｒ４策定）に基づき、推進体

     制の構築や食と食文化の発信を強化 

 ○ 大河ドラマ放送で注目が集まる本県

   の歴史・文化資源を活かした観光誘

     客の促進

ガストロノミーツーリズムモデルツアー

歴史・文化資源を活かした誘客促進
 「ぶしのくに静岡県」

 ・ ２年連続で本県を舞台とした大河ドラマの放送を契機に、鎌倉時代から
          江戸時代までの歴史・文化資源を活用し、武士の世をテーマにした
             誘客を促進
　 ・ インバウンド向けの情報発信強化
　

 広域周遊の推進
　  ・ Ｗｅｂ特集ページによる一体的な情報発信、メディアプロモーション等の実施
　  ・ 歴史・文化をテーマとした県内周遊バス旅行への助成
　　      助成額：２万円/台
　  ・ 「どうする家康」の舞台となる静岡・愛知・岐阜の３県連携による
      広域周遊促進

ガストロノミーツーリズムの推進
 推進体制の構築

     ・ 推進協議会の設立による生産者･料理人･観光事業者等との連携強化
  　 ・ 研究会の開催による、食文化の深掘りと考え方の共有
　   ・ コーディネーター配置による旅行商品造成支援

 食と食文化の発信
　  ・ 国内外のメディア向けファムトリップの実施
　     ・ 東アジア文化都市事業の一環としてのガストロノミーツーリズム
       フォーラムの開催
　        ・ 絶景スポットや文化施設等にレストランを特設し、トップシェフが
　　　 地元食材を使った特別な料理を振る舞うダイニングアウトの開催

R５当初：6,000万円

ガストロノミーツーリズム研究会

「ぶしのくに静岡県」
ロゴマーク

駿府城公園 48

R５当初：１億1,800万円

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
地域の魅力を活かしたブランド力強化（しずおか感動体験ツーリズムの確立） 



【概要】

 ○ 令和４年６月以降、国は訪日外国人

   の入国規制を段階的に緩和

 

 
 ○ 東アジア地域を中心に、本格的な増

　  加が見込まれる訪日外国人旅行者の    　　

　  需要の取り込みを図る。

 ○ 感染防止対策と観光需要喚起策の両

     輪により、新型コロナウイルス感染

     症の影響で深刻なダメージを受ける

     観光産業の早期回復を図る。

本格化するインバウンド需要の取り込み
 訪日外国人旅行者の誘客促進

  　・ 東アジア地域を中心としたインバウンド旅行支援
　　     対象：県内に宿泊する訪日旅行商品を販売する旅行会社等
　     　支援額：最大７,000円/人（ただし認証施設利用を要件）
　  ・ 個人旅行化に対応したSNSや動画を活用した情報発信の強化
　  ・ 訪日旅行を企画する旅行会社等への営業力強化

 訪日教育旅行誘致の強化
　  ・ 東アジア地域を中心とした誘致促進（訪日教育旅行プログラムの作成、受入学校支援）

駿河湾フェリーを活用した誘客促進
　  ・ 海外インターネット旅行サイトを活用した誘客促進等

「ぶしのくに静岡県」（再掲）
　  ・ インバウンド向けの情報発信強化

R５当初：２億1,450万円【再掲含む】

画像  

安全・安心な旅行の提供
 「ふじのくに安全・安心認証（宿泊施設）」の推進

    ・  認証制度の活用による感染防止対策の徹底
　　　　   認証施設：2,065件（令和５年１月31日現在）
    ・  安全・安心な宿泊施設であることの情報発信

 安全・安心な旅行の促進
    ・ 旅行者及び受入施設双方での感染対策を徹底した上での安全・
       安心な旅行を促進
　    （ふじのくに安全・安心認証施設（宿泊施設）を対象とした
　　    宿泊割引、業界ガイドラインに沿った団体旅行への助成）

R５当初：１億2,700万円

認証マーク

年月 外国人観光客の受入れ状況

R4.6 ・添乗員付パッケージツアーに
 限定し外国人観光客受入再会

R4.９ ・入国上限を５万人に引上げ
・添乗員なしパッケージツアー
 解禁

R4.10 ・入国上限を撤廃
・個人旅行を解禁
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２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
地域の魅力を活かしたブランド力強化（しずおか感動体験ツーリズムの確立） 

外国人観光客の誘致促進

訪日外国人旅行者



【概要】

○ 本県は、439品目の農林水産物が

　 生産される「食材の王国」で、地

    域完結型の食の提供が可能

○ 国内トップクラスの農芸品を生産

　 する本県の食の魅力を国内外に発

    信するとともに、地域の魅力を引

    き出す支援により、来訪促進や関

    連産業の振興を推進

○ 農地や景観、地域に伝わる伝統文

  化等の地域資源を活用し、多様な

　 主体と連携して、美しく活力ある

  農村を創造

「食材の王国」の魅力活用
 県産食材活用促進のための次世代人材の育成

  　・ 調理専門学校等を対象とした食の都の授業
　  ・ 大学と連携したガストロノミーツーリズムを担う人材の育成

 食関連情報のオープンデータ化による発信力強化
　  ・ 世界に誇る食材関連データの集積と発信
　　  ・ 観光、文化等と連携した活用推進
　　   ・ 仕事人×生産者レストランフェアの開催

 食体験の質の向上・差別化の推進
　  ・ SDGs認証制度の普及推進

 食や食文化の新たな価値創造につながる地域づくり活動への支援
　　・ 地域の食関連コンテンツづくりの推進（食と観光の連携）
　　 ・ 仕事人・生産者が連携した持続可能な食のビジネス化推進
      （ローカルフードプロジェクト）

R５当初：6,897万円

仕事人を講師とした
食の都の授業

 SAVOR JAPAN（味の景勝地）を活用した情報発信
　        ・ 国制度を活用した国内外へのブランドとしての魅力の発信

食の都に関する「ひと、もの、こと」の紹介

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
地域の魅力を活かしたブランド力強化（地域資源を活用した新たなモデル構築） 

地域食材活用検討の様子

美しく活力ある農村の創造
 農村サスティナブルフォーラムの開催

　  ・ 農村の美しく品格のある魅力を発信し、農村景観保全や地域
　　　        づくりに参画するイベント等を国民的ツーリズムとして提唱し、多
　　　       様な主体と連携した邑づくりを推進

R５当初：900万円

遊休農地を活用した親子農業体験

 多様な主体と連携した邑づくりへの支援
　  ・ 複数集落の農村地域と企業等で構成される組織が実施する
　　　 農村資源を活用した協働活動の推進 50



R５当初：１億円

伊豆ヘルスケア温泉イノベーション（ICOI）プロジェクト
 実証事業委託（Ｒ４年度　３件採択）

    ・ スタートアップ等と連携し、温泉と食・運動を組み合わせた
       ヘルスケアプログラムを開発
　     ・ R４年度の実証事業「湯治・ヘルスツーリズム」 「スポーツ」
        「ワーケーション」の各分野で取得したエビデンスを活かした
       ヘルスケアビジネスモデルを確立
　       ・ 新規実証事業を展開し、温泉を活用した新たなヘルスケア
        サービスを構築

 地域の取組促進
    ・ 市町及び民間事業者の温泉を活用したヘルスケアサービス
       創出の取組に対して補助
          補助率:1/2、上限額:100万円　Ｒ４年度:９件採択

 プラットフォームの構築
   ・ 事業者間のネットワーク構築やマッチング機会創出を図る
      ＩＣＯＩフォーラムの開催
　 ・ 事業成果や研究成果を地域企業の課題にマッチングし、
            新事業の創出を図るコーディネータの配置
   ・ 「東アジア温泉地サミット(仮称)」の開催による、温泉文化
      の発信

 人材育成
    ・ ふじのくに地域・大学コンソーシアム及び静岡県立大学と
          連携し、温泉を中心とした伊豆の地域資源を学習する短期
          講座を、「ふじのくに学」の単位互換授業として実施

実証事業が行われる温泉施設（沼津市）

温泉活用によるスポーツ選手の
リカバリープログラム効果検証

第1回ＩＣＯＩフォーラム（R4.7.15)

短期講座におけるフィールドワーク
（ジオサイトでの化石発掘） 51

２（２）地域経済における持続的成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）
地域の魅力を活かしたブランド力強化（地域資源を活用した新たなモデル構築） 

【概要】

＜ＩＣＯＩプロジェクト＞

○ 全国でも有数の温泉地である伊豆半　

　 島の温泉を核とし、ジオパークに代

  表される自然や歴史・文化・食など 

  の地域資源、スポーツ科学などの知

  見を組み合わせ、伊豆地域に適した　

　 新たなヘルスケアサービス等を創出

○ 温泉文化の発信のため、東アジア文 

  化都市2023と連携し、東アジア温

    泉地サミット（仮称）を開催


